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 序  論     
   研究の目的 
    地域看護は、昭和 16 年の保健婦規則制定から 60 余年(66 年)の歴史を持つ。     
保健師職能は大正 12 年の関東大震災からおよそ 20 年を経て法制化された。関東 




    国民の健康の動向は、昭和 30 年時代（平均寿命男性 63.6 歳、女性 67.75 歳）¹⁾
の感染症と保健医療体制整備の時代から、人々の寿命が飛躍的に伸び慢性退行性疾
患、生活習慣病、少子高齢社会という時代(男性 78.67 歳、女性 85.59 歳、平成 16
年）²⁾に到り、これまでの地域保健、医療に加え地域福祉という概念が打ち出され
る現今になった。 






























 第 2 章では、地域看護の概念全般について即ち定義、法制、教育、歴史的経過と現在、
公衆衛生における位置、実践活動の概要と方法について述べる。 
 
 第 3 章では、地域看護を機能させる特性要素について、案出した仮説要素 9 項目につ
いての意味と解釈例について記述する。 
 





  第 5 章では、地域看護の特性要素について、看護系大学(地域看護担当)教員と地域看
護実務者に対するアンケート調査により、仮説要素の妥当性について意見を聴取した。 
   その調査内容と要素項目及び妥当性全体についての意見と、更に大学研究者と地域
看護実務者との妥当性判断の特徴について述べる。 
 
  第 6 章では、地域看護における特性要素の構造として、第 2 章の地域看護の概要をベ











   第 1 章  研究の背景 
 
 １,１ 看護における地域看護の特性研究についての背景 
  １）地域看護教育の現状から 
    従来の看護教育は保健師助産師看護師学校養成所指定規則により、高等学校卒後 
に看護師専門教育 3 ヶ年を基点とし、その上に保健師・助産師の教育を重ねて来た。 
    平成 14 年には、3 ヶ年の看護師教育課程は 661 校で保健師教育課程は 151 校で
あった。看護の 4 年制大学は昭和 26 年に高知の県立女子大学家政学科に 1 校が開
設し昭和 28 年に東京大学医学部衛生看護学科が設置され、その後昭和の時代には
看護大学は 8 校のみであった。これが平成 4～5 年以降看護系大学は急増し、平成
15 年 4 月には 106 大学になっている。この状況下 3 ヶ年の看護師教育に積み上げ
られる保健師の専門教育校は随時閉鎖される傾向が生じている。¹⁾ 





    これらの事由から看護系大学教育においては教員間でも地域看護について充分に 
   理解され難く、また教育内容においても地域看護の原理的部分が的確に組み込まれ
て構成されているとは言いがたい。 
 
  ２）地域における保健師活動の現状から 




    昭和 45 年に日本の老年人口の割合は 7.1％を示し、その後 55 年に 7.5％、平成 7
年には 14.5％と急速に高齢化が進んだ。この間、国の施策としては、昭和 57 年に 




平成 6 年には地域保健法(昭和 22 年来の保健所法に地域保健、医療福祉計画を盛り




    この過程で福祉実務においては多くの職種・職制も作られた。そして保健・医療・
福祉行政間の統廃合や再編・調整がなされた。 
    保健・医療と福祉の現場は、先行する制度転換や、不透明な介護保険見直し等で 
   非常な混沌の中に置かれている。 





  ３）保健師活動の原理を支える特性要素表出並びに構造化の 
必要性について 
    日本の保健師業務の発生起点とされる関東大震災から今日まで 80 余年にわたり 


















    地域看護(公衆衛生看護)発生から今日までの 80 余年にわたる時代経過において、 







































 第 2 章  地域看護について 
  ２．１  看護概念と地域看護の定義   
 １）定義 














   また保健師教育カリキュラム(保健師助産師看護師学校養成所指定規則、以下養成所
指定規則)改正において、公衆衛生看護学(平成元年 3 月改正)が地域看護学(平成 8 年 8
月改正)と教科目が改められ、教育の場や地域活動の場において｢地域看護｣という用語
が一般化しつつある。 















論文では冒頭に述べたように、この 2 つを同義語として地域看護という用語を用いる。 





  （１）地域看護の定義 








   ② 看護医学事典による定義 
    それぞれの人が生活している場で個人・家庭の健康レベルに対応した専門的看護を
行なう。今日家族のケア機能の低下において在宅看護、地域看護の需要が高まった。 
   本来の目的は地域住民の健康づくりの支援で｢保健医療｣と｢福祉｣を統合して健康的 
    生活様式を形成していくことにある。 
    保健師、看護師、準看護師、理学療法士、作業療法士などで人々のセルフケア能力
を高める働きかけが行われる。⁴⁾ 
   ③ WHO 専門委員会報告による定義 
    地域のヘルスニードを確認し、選択した対象すなわち個人を含む家族を 1 つの 
   単位とした家族保健指導（Family health nursing）であり地域保健・医療チームの
成立に関わり、そのメンバーの一員として役割を果たすことである³⁾。 
 











      保健師は、問題を防ぎ、住民がケアを利用できるように地域におけるシステムやプログラ
ムを計画し、発展させサポートしていくために他のサービス提供者と協力する³⁾。 
 
    ② National League for nursing⁵⁾ による定義 




      
   ③  ＷＨＯ第 4 回専門委員会レポートによる定義 
     公衆衛生看護の看護技術と公衆衛生と社会扶助のある側面を結びつける看護の特殊分
野であって、健康の保持増進、社会的・物理的環境条件の改善、疾病ならびに障害の予
防、あるいは回復期の措置を意図し、公衆衛生事業全体の一翼をなすものである。 









ス提供者を含めてケアシステムを構築し実践されるものとすると解釈される。            















































   表２-１ 看護における地域看護学の構造と内容 
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 ２．２ 教 育 
    １） 地域看護(保健師)教育と資格取得制度 




































保健婦規則の制定は昭和 16 年太平洋戦争開戦の年である。保健師の教育は昭和 16
年の規則制定時には、3 種類の養成であった。 
第 1 種は高女卒に２ヶ年の専門教育を行う、第 2 種は看護婦有資格者に 6 ヶ月の教育
を行う、 第 3 種は産婆有資格者に 6 ヶ月の教育を行うものとされた。  
昭和 16 年当時の日本女性の職業教育としては、第 1 種の高女卒に２ヶ年の専門教育と
いうものは社会的に相当に高いレベルのものであった。昭和 12 年大阪府立社会衛生院で
5 ヶ年の高等女学校卒に２ヶ年の教育をするもの、また昭和 12 年、聖路加女子専門学校
公衆衛生看護学専修科で高等女学校卒に３ヶ年の看護婦教育＋１ヶ年の保健婦教育が
ある⁶⁾。 





      1 つは欧米の保健婦事業の歴史から、導入されたもので、東京や大阪などの都市にお
いて醸成されたプロフェッションとしての高度な公衆衛生看護婦の養成がある。 2 つは都
市の低所得層の生活に応える大衆的需要に基づくもの、 もう 1 つは準戦時体制下の疲
弊した農村社会の医療代替的需要によるもので保健婦のプロフェションという質を求める
ことよりも第 2 と第 3 の量を要求され、これに並行して応えるものであった。 
     保健婦の養成は昭和 15 年には全国の都道府県市、県単位で 21 府県で行われ、そのう 
ち 10 県が高女卒を保健婦の教育基礎教育としていた。養成所入学者別では 877 人の養
成で 25％が高女卒を入学資格とするものであった⁷⁾。 
 また、保健師の名称は昭和 15 年の厚生省の調べによると 63 種あり、当時の準戦時体制 
下を表わすものもあり、非常に多様な名称が使われていた⁷⁾。  この中で後の保健婦事業
に通ずるものは、社会看護婦、巡回保健婦、公衆衛生看護婦などがある。 保健婦事業を
全国組織化する初の大会では第 1 回全国社会保健婦大会(昭和 15 年、大阪府)という名







 昭和 20 年 8 月太平洋戦争終了後，日本の看護制度は欧米諸国に比して著しく立ち遅
れていたために米軍総司令部公衆衛生部、公衆衛生福祉部の指導のもとに根本的検討
が行なわれた。 昭和 21 年には、看護婦、保健婦、助産婦の各制度を保健師制度に統
一する改正案が出された。 
高等女学校を卒業した者が 3 ヶ年の専門教育を受け、国家試験による免許とされた。但
しこれは時期尚早であるとされた。因みに当時の状況は看護婦は 16 歳以上、1 年以上の
学術を修業し検定試験に合格で免許を取るとされていた。しかし殆どが見習い看護婦と
して看護を身につけることが目的であり、また入学資格は高等小学校卒業を最低資格と
しており、昭和 26 年の調査では 78％が高等小学校卒業であった。 











因みに昭和４１年の保健婦教育の学校数は４１校で、４年制大学が 3 校、短大専攻科 2 
校。看護婦 3 ヶ年に 1 ヵ年の保健婦教育として実施されるものは 2 校、8 ヶ月の教育が 1
校、保健婦と助産婦の統合教育が 2 校であった。  
 
（３） 教育内容の変遷    
  保助看法以降の保健婦教育内容の変遷をみると昭和 24 年の指定規則では、公衆衛
生・予防医学を柱として公衆衛生・看護一般、公衆衛生看護特殊科目(精神衛生、教育






















祉計画について実践的に学ぶものとしている。     
 この保健師教育の教科は 21 単位で看護師教育の 93 単位と合わせて 114 単位、4 ヶ年
の大学教育として統合化されて来ている。 平成 16 年 122 大学、保健師学校 49 校、後者
の看護師教育 3 年に積み上げる養成校は年次減少傾向にある。 



























 昭和 23 年には保健婦、助産婦、看護婦と別個であった規則が保健婦助産婦看護婦法
として一本化され、保健婦と助産婦は看護婦をベースとする免許制度になった。 





た看護の大学 4 ヶ年教育が急増した。 
 戦後 GHQ の指導の下で示された欧米並みの高い看護教育制度が 50 余年の年月をか
けてようやく保健師、助産師、看護師共に専門学校教育から大学教育で行われるようにな
り、看護職全般に対する社会的認知も得られるようになった。 



































２） 臨床看護と地域看護のケアの特性  
臨床看護と地域看護の特性をケア主体との関係性、ケア要素の作用、ケアの場と方法
について対比してみると、表２―３のような特徴があげられる。(註 地域看護の特性要素に























































 ２，４ 保健師活動の歩みと課題                   
 １） 戦時体制から戦後の指導体制 
 （１） 国策による推進 
    保健師活動の発生にかかる社会的要請等については前述(第 2 章２，２) ｢保健師の初期
教育と変遷で述べたのでここでは省略する。 
  日本の人口及び死亡の推移は｢国民衛生の動向｣100 年の推移が示されている²⁾。 
保健師活動はこの国民の健康と生活の動きの中で変遷した。 その歴史的過程で保健師
活動に関する法制、人口、疾病等の背景を併せ、保健師の指導体制を一覧にしたものが表
2-4 に示した「保健所法、指導指針から見た保健師活動体系の変遷」である。  
保健師・助産師・看護師数の年次別推移は亡国病と言われた結核の対策と乳児死亡率
の増加に対する対策を中心に、看護への社会的要求が高まり、はじめに助産師（明治 32
年） 次に看護師（大正 4 年）、後に保健師（昭和 16 年)が誕生した。 その後看護師は昭和
28 年には人口 10 万対 128.7 であったが、５１年後の平成 16 年には 10 万対 897.6 と約 7 倍




戦時体制下にあり、保健所法、母子保健法（昭和 12 年）、厚生省設置法（昭和 13 年) 国民
体力法、国民徴用令、人口政策要綱(昭和 16 年)と、国家体制づくりがなされ日本が太平洋








業務分担は所長が定めるところに従うとされた。       
    保健所は一定の地域を担当し、その地域内の住民に対して保健指導を行うこととされた。 
１保健所当たり人口は 20 万から 12～13 万人を標準とした 11）。  昭和 16 年には人口政策











更に昭和 17 年の厚生次官通牒「保健婦設置に関する件」第 4 項に保健婦は担当地区を
巡回し妊産婦、乳幼児等の指導に努めることとされた。  
   昭和 19 年、戦時下すべての各医療関係者の資格教育短縮とともに、保健所網整備要綱
によって保健所を中核とする保健指導網の強化がなされた。 
 （2） 戦後の業務指導体制 




   保健婦については保健所を中心とした衛生行政強化が行なわれ、保健婦の指揮命令系
統が保健所に統一された。 昭和 24 年、厚生省医務局長、予防局長、保険局長名で｢保健
婦業務の指導方針｣が示された。 保健所長は管内保健婦の指導に全面的に責任を負うも
のであった。 
    指導方針の主な内容は、県レベルでは保健所において保健婦の質の向上を第一に保健
婦の再教育と保健所長を中心とした行政指導体制を整備、関係機関・部署(国民健康保険
関係等)との連絡了解を求めることとされた。 










保健婦の配置基準を都市は人口 3000 人に 1 人の保健婦、町村は人口 2000 人に 1 人の














昭和 35 年 4 月に国民皆保険が達成された。 これに伴って国保保健施設についても拡充
強化が要請され、昭和 35 年 5 月 13 日に厚生省保険局長、公衆衛生局長名で｢国民健康保
険の保健施設と公衆衛生行政との関係について｣、同時に国民健康保険課長・医療課長・
保健所課長・医療課長名で｢国民健康保険の保健施設について｣といういわゆる二局長 4 課
長通牒(以下二局長 4 課長通牒)が出された 11)。 











った。いわゆる「共同保健計画」体制と表現されたものである。   


















国民健康保険の保健施設(国保保健師)は昭和 52 年に市町村保健婦に移行された。 
保健所が取扱って来た国保保健婦補助金交付要綱による市町村国保保健婦充足対策事
務も市町村自体の充足計画に委ねることとなった。 
     昭和 35 年の通牒はその後、保健師活動指導体制に大きく影響を及ぼすものであったが、
国の指導とは別に、地域では保健師活動については口伝継承的在り方から本来の活動の
理念、活動の在り方を求める動きがあった。  




 （２） 保健婦業務の在り方論  (宮城県の例について)   







    宮城県では昭和 38 年から「保健婦業務に関する特別委員会」が宮城県保健所長会と県
衛生部看護係、看護協会、公衆衛生協会、県地域医療対策協議会において論議されレポ
ート「保健所における保健婦活動の検討に関する報告書」（昭和 39 年）がまとめられた 13)。 















     また、それらの問題解決には、どこにどのように働きかけるか、どう社会資源を利用し、どの
様な組織を育成する必要があるかを熟知してはじめて地区への具体的な働きかけができる。   












     また、昭和６３年の白石、刈田地区地域保健医療計画１４） の中では市川らが保健所の機能
と役割について記述し、保健所の役割・特性における保健所保健師活動等を具体的にに呈
示している。 









成 12 年)が制定される。 
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   ４） 地域保健法と介護保険法の時代 
   （１） 地域における保健師活動についての通知 
  平成 10 年 10 月の通牒に続いて、平成１５年１０月｢地域における保健師の保健活動につい
て」厚生労働省健康局長から都道府県知事、政令市長、特別区長宛に通知が出された。(資
























































 平成 10 年の「地域における保健婦の活動指針」が廃止され平成 15 年新たに活動指針
が示された。平成 10 年の活動指針は保健師活動の在り方自体に焦点をあて、かつ近年続
発している大災害や感染症などの危機管理に関しても公衆衛生看護的役割を示した。 






       地域保健法をベースに介護保険法が実施され地域保健師の在り方は、保健所と市町村
においてその所属と役割が大きく再編成される現況にあると言えよう。  
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  （３） 保健師の所属と業務の変化 
    保健所法(昭和 22 年)が地域保健法(平成 6 年)と改正、介護保険法(平成 12 年)が施行さ
れる過程で、前節で記したように国からの指導指針が平成 10 年から平成 15 年の内容に
変化した。 この過程の中で地域の保健師配置と、その業務が大きく変化しつつある。 
   その具体的事例を宮城県の保健所、政令市、市町村でみた。表 2-５及び表 2-６には平
成 17 年におけるこれらの３，9 行政単位における保健師の配置場所と就業状況を示した。 
    平成 17 年 5 月 1 日現在の県内就業保健師は 705 名で保健衛生行政 35.4％、保健福
祉行政に 23.7％、福祉行政・介護保険に 9.9％（行政 6.8％、介護保険 3.16％）本庁
28.2％その他となっている。 
    宮城県の保健所の例では県保健所統廃合の過程で、昭和 54 年度から 14 ヶ所あった県
保健所が保健所支所に変わり現在は 7 保健所と 3 支所になっている(図 2-2)。図に示した 
仙南保健所の例でみると、昭和 63 年の市町村との共同活動を単位軸とした対人保健活動
が平成9年からは広域的になり、保健所の対物分野(食品、環境、試験検査)と同じく広域化
(2 市 9 町)された配置に編成されている。 
 保健所数も昭和 63 年以前の 14 ヶ所が、7 ヶ所となり県福祉事務所と同じ数になった。 
 更に平成 12 年度には県福祉事務所との統合があり、保健所の課、係の配置から保健福
祉事務所との「班」編成となり各班の事務がそれまでの保健所と福祉事務所と複合化され、
かつ保健師の数も減少している。①平成 17 年の保健師総数は 705 名で県所属が 94 名で
あった。また業務内容は県本庁が 14％県本庁以外は保健福祉行政に 72.3％、福祉行政、







  業務内容についてみると、保健師の数は仙台市全体で 141 名であるが泉区保健師の数
は 19 名である。 母子保健健康増進係等 5 ヶ所に配属されている。 





  現在は地域活動の充実というより、保健師１人当り受持ち人口が全市平均約 8,460 人、泉
区平均 10,940 人で、表出問題への場面的対応に追われる状況にある。  
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市町村の例では岩沼市の保健婦所属の例(図 2-４) を示した。 
岩沼市の場合は保健師数は 21 名で保健師等は地域包括支援センター等に配属されて
いる。 保健師 1 人当たり担当人口は平成 16 年で約 2,300 人である。従来の地域保健師
活動分野に福祉の部分が包含、または拡大した形になっている。 




築を図る｣(厚生労働省健康局長 15 年通知)に近づいているかと考えられる。 




  第 2 章、第 4 節で示した昭和 24 年時の保健師の配置基準では、保健師 1 人に対し都市
は人口 3,000 人、農村は 2,000 人。本論第 6 節、平山朝子「公衆衛生看護学」１５）では、都市

















































































  ５）地域保健師活動の再編成   
 （１）保健所及び市町村の保健師の所属と業務の変化 










   統合によって保健所には、保健所法に基づく従来業務 14)に加えて、保健・医療・福
祉の企画調整(地域保健法)と従来は福祉部門が所管していた老人福祉、母子福祉、介
護保険、身体・知的障害者福祉、生活保護相談とその事務が加わった。 
   また、保健師の配置は前述の如く市町村、政令市、県の順に少ない。その業務別の
就業状況の特徴をみると、政令市と市町村においては従前の保健衛生行政分野に 60
～35％の配置であるのに対し、県では 72％が福祉行政の事務分担で統合されており、













 平成 12 年に施行された介護保険制度が、平成 17 年 10 月から 18 年 4 月にかけて
大幅な見直しがされた。介護保険制度の全体概要は図 2-５のとおりである。 
介護保険サービスの財源は第１号被保険者（65 歳以上）と第 2 号被保険者（40～
60 歳）が 50％、残りの 50％を税金により国（25％）都道府県（12.5％）市町村（12.5％）
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で負担する。 サービスを利用した時には利用者が 1 割負担する仕組みである。（但
しケアプラン作成は利用者負担なし）このシステムの中で介護部門に配置された保健
師は要介護認定もならずサービス利用の窓口、認定調査、認定審査会、介護保険事業




  平成 12年のスタート時には要介護認定者は 218万人であったものが平成 17年度に 
 は要介護認定者は 411 万人と平成 12 年から 200 万人増加した。介護保険利用者も 149
万人から 325 万人と 2 倍以上の伸びをみた。おのづから費用の面では 12 年度の 3.6















































   因みにケアマネージャー1 人当たりの標準担当件数(人数)は 35 件、ケアプラン作成
費用は介護度区分により利用者 1 人につき月 10,000 円～13,000 円（平成 18 年 4 月
改正）である。 
   平成 18 年 4 月 1 日に、介護保険制度の変更があり、ケアマネージャーが担当する














   そのケアマネージャーの資格認定者は宮城県では 5,662 人(平成 17 年 12 月末、基
礎資格未把握)である。しかし、すでにケアマネージャーの全国組織(県の数)も作られ
ている。 




   保健師は保健師の業務として担って来たケースマネージメントの技術を保健所、市
町村行政の立場にあることを踏まえ、介護保険事業計画と運営において発揮するもの




   介護保険はこの制度の施行により従来の「公」と福祉法人のほか一般企業も参入し
ている状況の下で利用者の権利主張と企業経営の競争原理があり、その運用は本来の
「福祉」とは馴染みにくいものが多くみられている現状である。 




























  6） まとめ 




































































２，５ 公衆衛生と地域看護  
 １）公衆衛生の定義と公衆衛生看護 


































































  （２）人口集団において健康に関する状態又は健康事象の分布とその因子を明らかに  
して健康問題に対応する疫学の方法と予測 18） 
 45 
 （３）地域社会における人文社会科学的接近法に関するもの 19) 
  （４）公衆衛生の広範な分野と構造におけるテーマ並びに多くの専門職種についての












   このようにして保健師は保健婦規則制定時から 65 年余りの間に公衆衛生活動の 
尖兵として、また内田による看護の二方向性の働き、「楔の役割」20）として保健婦 
活動の特性要素となるものを形成して来たと思われる。 














































































































































            波多野 梗子、看護学概論 p 78, 1999 
 













れる(表 2-5、表 2-6)。  
   保健師の受け持ち地区制については、平山による次の論拠⁵⁾がある。｢受持ち地区制
は、その地区内に居住するすべての人について、健康の保持増進・疾病予防・健康障
害の回復など、幅の広い目的で健康を守るための責任を負うという意味である。 
   特に予防的な目的で行なう活動は、地域の人々の生活行動や健康意識をとらえて、
その地域内での生活の営みに合わせて常時取り組んでいかなくてはならない。 
   昭和 12年の保健所法では、わが国で初めて保健婦という言葉が法規の中に登場した。
法では、保健所に 3 名の保健師の配置だけが定められた。受持ち地区制は、当初か 
ら法規で定められたものではなくわが国の公衆衛生活動の発展過程で保健婦自身を含 
めた公衆衛生従事者の指導的理念・考え方として追求されて来た。 
   わが国の全地域が保健所網という形で管轄が決められ、保健所を中心とした公衆衛
生活動が取り組まれる過程で、保健婦活動の展開方式が生まれ、その展開方式の基礎
が受持地区制として一般化されて来た。 











  ３）活動の場における就業の変遷  
   わが国の保健師の就業数とその分布は表 2-7 のように保健所市町村が中心であった
ものが平成 2 年から保健所が少なくなり福祉関係施設に広がって来ている。年次推移
は図 2-11 のとおりである。保健師の就業先の推移は、昭和 27 年（1952）から平成
16 年（2004）に亘って国民衛生動向各年版に基づいて再構成をすると図 2-11 のよう
に 52 年の間に大きく変化している。 昭和 35 年以前は市町村自治体吏員としての保
健師設置は 13.0％～9.5％と少ない。当時は県保健所保健婦の直接活動と保健所から
市町村への保健婦派遣、市町村駐在がなされていた。 
   国民健康保険(国保)を実施している市町村では、その国保加入者について国民健康
保険団体の保健施設が働きかけるもので、家族全体、地域全体を網羅する保健婦活動
ではなかった。 
   国民の医療は国民健康保険組合など各団体において自衛的に行なわれ任意加入であ
った。国民健康保険制度は昭和 34 年から 36 年にわたって皆保険制度が採られ、昭和
36 年の皆保険達成によりはじめて全国民が何らかの健康保険制度に加入し医療が保
障されるようになった。 
   戦後、保健婦の業務指導と統括は公衆衛生行政を司る保健所長の指導を中心に進め
られて来た。国民皆保険の達成と「地域の保健婦業務指導体系について」の中央官庁
指導(二局長四課長通牒昭和 35 年共同保健計画の推進)から 17 年後、昭和 52 年に国民
健康保険の保健施設(国保保健婦)が市町村保健婦に移行した。 






   しかし日本の高齢化進行における国の法整備とそれに基づく中央官庁の指導指針の
提示により、平成元年以降地域保健、医療、福祉の関係法の改正と平行して地域にお
ける保健師の配置や就業先に大きな変化を来たすものとなっている。 
   保健所と市町村の保健師の就業状況は図 2-11 にみるように昭和 55 年から大きく変
化し、地域住民の健康保持において一次的地区活動(第 2 章第 4 節２宮城県における検
討定義)は、就業数の 50～60％を占める市町村保健師が担い、保健所の保健師は 30～
20％台で二次的地区活動である公衆衛生行政と地域福祉を包含した地域看護の専門





   日本には地域福祉が無かった 16⁾と言われ、平成元年以降在宅福祉が制度的に起こさ
れ、平成 12 年には介護保険法として整備された。 
   しかし、保健師は大正から昭和そして平成の今日まで、地域福祉制度の有り無しに
関わらず地域において住民の健康と福祉的関わりを持続⁴⁾（生活保護等の措置事務以
外は公衆衛生に統合）して今日に到っている。 





























































                       国民衛生の動向 2(2) 1955〜53(9) 
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国民衛生の動向 2(2) 1955〜53(9) 2006
２，７ 地域看護活動の特徴と方法・技術 
   保健師活動の特徴を活動体制、活動概念・目標や仕事の優先順位、技術面の特徴 
について平山朝子、地域看護学 15⁾から、また活動の方法技術については、津村智恵子、
地域看護学³⁾から引用し以下に述べる。 
   
  １）活動体制の特徴   
   （１）地方自治体の公的保健事業として機能する形を主体として保健師は都道府県、
市町村の職員として公的身分を有し、実施する仕事は公務労働としての特色を持つ。 
    保健師の業務は諸種の法的根拠に基づいて行なわれる(例 妊婦や乳幼児の家庭
訪問＝母子保健法、老人の健康相談＝老人保健法、究極は憲法 25 条、地方自治法
第 2 条を具現化するもの）。 
 仕事に必要な経費は国や地方自治体の歳出予算から支出され、予算に裏づけられ
て仕事を行なう。実際活動では技術料を徴収することなく、無料を原則としている。   
保健師活動は営利事業や慈善事業ではなく、公的事業としての責任において行な
うものである。 
   （２）一定の地域を単位とした受持地区制をとる。一定の地域的区画内に住んでいる
人すべてからなる人の集団を受持ち、その中での生活の営みに即した看護活動を行
なう。 受持ち地区内の全住民の健康を守ることに責任を持つ地区活動を行なう。 





  ２）活動理念、目標、優先順位からみた特徴 
  （１）予防的意義の高い仕事をする 









 ３)  技術面からみた特徴 
    保健師活動で用いられる技術は教育的対応技術と相談的対応技術である。 
   （１）すべての疾病、すべてのライフスタイル問題に対応する。 
  （２）実生活の方法、生活行動面への援助、生活環境（療養や育児等）づくりへの 
     援助を行なう。 
    （３）家庭と、他の人間関係への洞察、問題解決のための条件づくりへの指導を行う。 
    （４）地区に住む一般の人たち(当面患者ではない)と意思疎通、動機づけを行なう。 
  （５）保健・医療・福祉の各職種や関係機関、関係施設との共同活動及びヘルスチー
ムの中で機能できるジェネラリストとしての専門性を持つ。  
  4)  活動の方法・技術 






    保健・医療・福祉サービスの管理体系は図 2-13 に示すように年齢別にかつ健康者、
ハイリスク者，傷害者等健康レベル別に実施し得られた関連情報を公開する。 
    またこの看護過程において用いる接近方法は、表 2-9｢地域看護活動で用いる主な
接近方法・技術｣による大きく健康課題を見つけだす手段、行動変容、実行への手段
及び地域活動基盤作りへの手段に分けられる。 




















    この家庭訪問活動については本論文第 4 章の次の実践例に記している。 
     第４章実践例 
     Ⅱ 母子保健活動   Ⅲ 結核活動     Ⅳ 精神保健活動 
Ⅵ 臥床者実態把握  Ⅶ 糖尿病活動    Ⅺ 災害時の活動              
                                                 
   （２） 健康相談 
    健康相談は保健師の保健指導技法として、家庭訪問指導、健康教育とともに重要
な技法であり、地区活動展開の一方法として地区全体の健康問題把握や解決に用い
られる。 
    健康相談は個別的援助方法であり、対象者との信頼関係の上で成立する。その援
助方法は設定された健康相談場面のみではなく、家庭訪問指導の場においても用い
られる。 
   健康相談の特徴³⁾ 
   ① 地域住民が健康問題の有無に関わらず、乳幼児から高齢者まですべての人が利
用できるもので、対象者への利用呼びかけによる相談又は対象者の自発的利用
がある。 
   ② 対象者の個別性をふまえて、健康問題を明らかにし問題の成因や改善方法など
を示し共に考える。 
   ③ 問題となっている疾病や治療方法、医療機関、福祉制度の利用など、対象者の
理解や生活状況をふまえて説明をする。 
   ④ 定例やテーマ固定の相談以外に、地域や対象者の問題に応じて時間や場所の設
定をする(地域への移動相談など)。 




    この健康相談活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
    第 4 章実践例 
      Ⅱ 母子活動          Ⅷ 脳卒中後遺症患者活動  
      Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理  Ⅹ 肝疾患活動 
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      Ⅶ 糖尿病活動         Ⅺ 災害時の活動      
       
   （３）健康教育 
    健康教育は保健師活動全体に通ずる基本的考え方であり技法である³⁾。単に健康
生活に関する知識や技術を伝えることではなく、よりよい健康生活を目指し、住民
の生活態度や行動の変容を目的とするものである。 
    保健師は日常の地域活動で得た多くの情報や知識を基に教育テーマを設定し、対
象者への生活に根ざした実効性のある啓発を継続的に実施し、地域全体の健康づく
りに貢献する。 
   ① 健康教育のテーマ 
 ・健康生活一般や特定テーマの知識、情報を提供し自己の生活に取り入れるもの 
(生活習慣病、思春期保健、育児問題など) 
  ・特定テーマによる啓発(喫煙、感染予防、自殺予防など) 
・地域特性や生活因習によるもの(風俗習慣、生産、労働、公害・環境問題等) 
② 方 法 
 ・教育対象の編成(テーマによるグループ編成と場の設定) 
  ・教育指導内容の作成(指導案、目標～評価まで) 
  ・教育方法、媒体の作成(資料解説、講義、グループワーク、体験実習、視聴覚映像、 
   役割演技、他） 








この健康教育活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
第 4 章実践例 
Ⅰ 眼疾患予防活動 Ⅲ 結核活動  Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理 
Ⅶ 糖尿病活動 Ⅷ 脳卒中後遺症患者活動 Ⅹ 肝疾患活動 Ⅺ 災害時の活動       
            
 （４）地区調査      






    これにより組織内で問題を取り上げるための理解や実働のための人、物、予算の
準備ができる。また事業の企画、実践、評価の過程をより組織的、科学的に組み立
てることが可能になる。 
この地区調査活動については、本論文中第 4 章の次の実践例に記している。 
第 4 章実践例 
Ⅰ 眼疾患予防活動  Ⅳ 精神保健活動  Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理 
Ⅵ 臥床者実態把握   Ⅶ 糖尿病活動    Ⅹ 肝疾患活動  
 
                           
                                                 
                      



















































































第 3 章 地域看護を機能させる特性要素に 
ついて 
 ３，１ 仮説 特性要素 9 項目を設定 
   第２章では地域看護について、定義、教育、免許、歴史と現在の問題、公衆衛生 
  との関連、活動の対象と方法について各種資料を基に概括した。 
   そして今、地域看護が当面している「ゆらぎ」の現状があること、地域看護は存在 
  の根拠となる理論を明らかにする必要性があることについて記した。 
   第 3 章では地域看護の構造化と理論化を進めるために地域看護の特性要素となるも
のを仮説として設定した。 
 
  １）特性要素項目案出の背景  
   保健師活動は大正 12 年関東大震災から 80 余年、昭和 16 年の保健婦規則制定から
65 年の歴史を経ている。社会状勢と国民生活の激しい変化、それに伴う国民の健康問
題対応ニーズの中で生れ、育ち、継続されて来た。 







   地域看護を構造化し機能させているもの即ち、その内在する特性について、最も根
元的な部分である要素に視点をあて、地域看護の特性要素について案出する。 
   本論文での要素とは地域看護成立に必要な機能上の特性となる成分及び条件となる 
  行為事実とした。この特性要素の抽出は自己の保健師活動の実践と他の実践記録から 
  探った。 
 
 ２）特性要素項目の設定と内容 
   筆者は保健師活動を形成する｢看護における地域看護の特性要素｣としてこれまでの













































 次に第 4 章において自己の地域看護実践と自他の記録を引用して、前記した要素 9
項目が内在していると考えられる事実を表出し、案出した要素について検証する。   
    
 参考；特性要素の項目の順序だてについて 
     特性要素９項目は a 隙間を埋める、b 問題を見つける、c 能動する、d 活用する、 















































































第 4 章 実践事例における特性要素項目の検証 
４，１ 検証をする活動実践事例 11 例について 
１）事例の概要と時代的位置について 
  検証事例は 11 例をあげた。昭和 33 年から平成 7 年まで 37 年間の自分が行った地域
活動で、資料が記録として手元にあった 9 例と、他の保健師による活動からの 2 例であ
る。 
   およそ 40 年に亘る時代経過において、平均寿命の目覚しい伸び(男 13.3 歳、女 15.4
歳)、乳児死亡率の低下(出生千対 30.7→3.0)があり、逆に老人人口の急増(5.7％→19.0％)
がある。 


























     実践ごとの分析手順は以下の如くである。 
  １．実践例の概要については実践時期と場所を明記し、実践概要を記述した。 
２．実践概要の中で保健師活動を起動させている内容について要約した。 
３．上記２で示された実践行為が設定した特性要素 a～i のうちで対応すると考えられ  
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  ４，２ 実践事例における特性要素の検証 
 
 特性要素の検証は以下 11 例の実践記録について実施した。 
 
Ⅰ 眼疾患に関する活動（昭和 35 年～37 年） 
        
Ⅱ 母子保健に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
         
Ⅲ 結核に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
        
Ⅳ 精神保健に関する活動 (昭和 29 年～34 年) 
         
Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理に関する活動(昭和 49 年～54 年) 
        
Ⅵ 臥床者実態把握に関する活動  (昭和 55 年～57 年) 
         
Ⅶ 糖尿病に関する活動(昭和 60 年～平成 2 年) 
          
Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動 (昭和 60 年～63 年) 
         
Ⅸ 地域保健医療計画策定に関する活動(昭和 60 年～63 年) 
        
Ⅹ 肝疾患に関する活動 (平成年～5 年) 
         
Ⅺ 震災時の活動 (大正 12 年、平成 7 年) 








   昭和 33 年から 37 年に、宮城県南部の保健所(当時、大河原保健所)に勤務し、保健所         
  の地区担当保健婦として村田町を担当した時の実践である。 
 
2) 実践概要 
   保健婦は地域で仕事をはじめる際には、担当する地域の人々の健康状態を把握し、
それを基に自分の仕事の計画を立てる。昭和 32 年度から 36 年度を目標に国民皆保険
制度が敷かれた時期であるが、町の診療報酬明細書から町内の一つの集落で眼の疾患
（トラコーマ）と呼吸器の疾患が際立って多い地区（姥が懐）があることに気付いた。 
   そこで、町の保健婦と保健所の地区担当保健婦がその集落に入って、家庭訪問によ
る実態調査をした。この調査には東北大医学部の学生有志の参加も得た。 
   当時の農村はどこの家も茅葺の家で、天井には「煙出し」がある構造で、土間から
居間への上り口に囲炉裏がある。そこに自在鍵があって鍋をかけ薪を焚き炊事をし、
家族が暖を取り、食事や客のもてなしをするという構造であった。 







   この調査結果は現地で報告会を持ち、地区の人々の健康を害する原因となっている
住宅構造(鬼を逃がさないため煙出しを作らない)の改善や、家族が一人ひとり別々の手
拭いを使うことなどの教育を行った¹⁾。 
   平成の今、因習のために眼の疾患が多かったその村は民話の里となり、茅葺の屋根
には煙出しが造られ、民話伝承館では語り部の人形が自在鍵のある囲炉裏端で姥の物
語りを伝えている。（図４－１、平成 16 年 1 月撮影） 
 
 ２．実践概要で保健師活動を起動させている内容 
   1) 国民健康保険診療報酬明細書を調べて特定地区にトラコーマと呼吸器系疾患が
多いことを把握した。 
   2) 特定地区で訪問調査をし、実態を確認した。   
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 3) 調査に医学部学生有志の協力を得た。  
   4) 個人では取組み難い因習の打破について、個人の意識と人々の相互作用による 
     問題意識を高め改善の方向に向けた。  
   5) 問題の原因を総括し地区の人々に伝え改善の対策を練った。  
 
  ３．保健師活動を起動している内容と特定要素との関連 
   １）国民健康保険診療報酬明細書を調べて特定地区にトラコーマと呼吸器疾患が多
い事を把握した。 
     特定要素との関連：資料（診療報酬明細書）を使い（d）、感知した問題を意識
的に調べている（b）。  
   ２）特定地区で訪問調査をし、実態を確認した。 
特定要素との関連：特定の地区に特定の疾病があることが判明し（b）、調査、
問題の掘り起こしをしている（c）。  
   ３）調査に医学部学生有志の協力を得た。 
     特定要素との関連：必要な資源（医学生の参加）を集め（d）、行動の計画を立
てている（c）。 



























 Ⅱ 母子保健に関する活動 (昭和 33 年～37 年) 
 
  １ 実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
   昭和 33 年から 37 年に宮城県南部の保健所(当時大河原保健所)に勤務し保健所の地 
区担当保健婦として村田町を担当した時の実践である。 
 
  ２）実践の概要 
   大河原保健所は R5 農村型の保健所で 4 町を管轄し人口は 71,159 人(昭和 33)。蔵王 
山麓の開拓部落も所管していた。村田町は人口約 13,000 人の純農村地帯であった。 
   公衆衛生活動のバロメーターは乳児死亡（34.5）が重要な指標であり、新生児死亡
（19.5）、妊産婦死亡（15.5）、死産率（100.7）などが地域の母子の健康状態を物語る
資料(表４-１)であり、保健婦活動の出発点であった。 




   保健所の保健婦は、自分の担当する地区の他に保健所管内全地域の検診事業に従事
する。乳児検診は 3～4 ケ月を対象にクル病と股関節撮影をする。検診ではレントゲ
ン装置や、乳児用の身長計や体重計等を持って各市町の小学校や集会場で実施される。
対象となる乳児にとっては年に 1 回の機会である。 
    保健所と町役場が呼びかける乳児検診なので、どの町でも 7～8 割の受検率であっ
た。そして検診に乳児を連れてくるのは、おばあちゃん(姑)達であった。 
   管内の乳児の栄養状態は悪く、県平均より下位で栄養不良、皮膚のただれ、（オムツ
カブレ、頭や頚部の湿疹）クル病、股関節脱臼など沢山の問題が見えていた。 
   乳幼児の発育基準は昭和 29 年から 29 年かけて、斉藤潔、川上理一、船川幡夫らの 
調査研究にによる標準体位が用いられていた。⁴⁾ 
 全国の乳幼児発育評価基準は、昭和 35 年と 45 年に厚生省により全国調査が行われ
以降その評価基準が全国の保健所、小児クリニックにおいて汎用されるようになった。 
 因みに医療保険は、昭和 32 年から 36 年に国民皆保険制度の途上にあり未整備で、





  な育児指導を受ける機会がない 
③ 育児は姑が当たり姑は留守番と家内外の家事の傍ら乳児の世話をしている   
④ 乳児の母親は農家の嫁であり労働力であり、家の中で育児についての主体的位置
がない。 





















  （１）乳児巡回健康相談の実施 

























布(1 日 1 本)などが保健所行政(予防課所属助産婦)として行われていた。 
 昭和 33 年度から国の施策として、施設分娩と母子保健指導を推進するために母子















  ２． 実践概要で保健師活動を起動させている内容 
 １）母子の保健統計(人口動態統計等)を調べて、母子の問題を把握する。 
 ２）行政施策(牛乳配布や家族計画用品の斡旋など)を住民(低所得層の妊婦)につなげる。    
 ３) 乳児検診、妊婦検診に携わって地域の母子の健康の実態(小児クル病、低栄養、
妊婦の過労)を把握する。   
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 ４) 町の保健婦は役場に在って住民からの相談(健康、生活)に応じ、かつ各家庭に出




働きかけ実現する。   
 ７) 保健婦単独の巡回乳児相談から小児科専門医を招聘し、町の乳児健康診査とし  






母子健康センター 南郷町；保健協力員組織 多賀城市；障害児集いの家他) 


















































Ⅲ 結核に関する活動（昭和 33 年～37 年） 
 １、実践例の概要 
 
 １) 実践の時期と場 
  昭和 33 年から３７年に宮城県南部の保健所(当時大河原保健所)に勤務していた時
の実践である。 
 
 ２) 実践の概要 
  昭和２８年に厚生省が実施した我が国初の結核実態調査では、要医療者は２９２万
人、要休業者は３２万人、要注意者が２２９万人、昭和３７年の結核死亡率は 46.8（人
口 10 万対）であった。罹患年齢層は 25 歳から 29 歳を頂点として、男性では 40～50
代、家の大黒柱にもう一つの山が作られていた。 





  O 保健所の結核登録数は 268 人、保健所では、昭和 26 年からの結核予防法に基づ
き、指定保健所において結核の登録管理体制を整える途上にあった。 
  保健婦の活動は 52％が結核に注がれ、結核への働きかけ方は集団検診が 60％、家
庭訪問が 32％(年訪問延べ件数 726 件)他クリニックに従事していた。 
  集団検診は、保健所にあった一台の四輪自動車にレントゲンの機械を積み、管内全











て 5～6 軒を訪問する。各家庭には惨憺たる光景があった。 
 国民皆保険制度も達成していなかった時代、結核の医療費も結核予防法措置による
 82 
半額の補助。医師の往診でストマイ、パス使用で月 5,000 円そのうち 1,500 円が公費
で支払い 3,500 円を本人が負担をする。 












































































































































  Ⅳ 精神保健に関する活動（昭和 29 年～34 年） 
   １．実践例の概要 
 
１）実践の時期と場 
   宮城県は、精神障害者への地域活動を始めたのは全国的に見て早い方であり昭和 29  
年から仙南の K 保健所で精神衛生相談が行われていた。34 年からは県レベルにも精 
神衛生相談所が置かれた。この精神保健活動の実践例の分析については、｢地域ケアの 



















 厚生労働省による平成 14 年の患者調査によると、わが国では受療中の精神障害者が
258 万人おり、このうち 33 万人(12.8％)が精神病院などで入院治療を受けている。 
 また、この入院者の中には地域の受け入れ条件が整えば、外来通院のできる者が約 6
万 9 千人(20.9％)含まれると報告されている。 
 （１） 結核住民検診の督励訪問でとらえた精神障害者の姿 
 昭和 26 年に結核予防法の全面改正が行われ、保健所の仕事が結核住民検診に全力を

























けられることとなった。   
 昭和 33 年は K 保健所長が保健婦の調査結果を元に県と東北大学精神科に働きかけ、
精神衛生相談に専門医が入り保健所で月 2 回の相談が開始されるようになった。保健









 県保健所の精神障害者専門相談は昭和 33 年(全国 38 年)、精神指定医制度は昭和 39
年で、これらは保健婦の受持ケースの相談や精神障害についての学習場所ともなった。 























２）事例の問題に応じた訪問指導ををはじめる。   
３）地域の精神患者の実態を調査する。     
















































































矢吹セツ子、地域ケアの実際 地域ケア研究会みやぎ編 P25、平成 16 年
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 Ⅴ 沿岸漁業従事者の健康管理に関する活動 









 昭和 49 年当時、塩釜保健所管内の人口は、140,325 人で塩釜市、多賀城市、松島町、
































 この特定地域保健活動は、塩釜市浦戸と松島の 7 地区において特定地域保健活動と










疾患など)                                
② 生産労働と日常生活に関係することでは、かきむき作業場の環境改善(作業場の温
度調整、かき殻廃棄孔からの通風を防ぐ) 
③ 作業姿勢(立ち作業に坐る姿勢を入れる)や作業衣の工夫(材質や着用のしかた)  














や｢腰の痛み｣｢目の疲れ｣を訴えられる。    
２) のりやかき作業の最盛期には休息は元より、食事をとる時間も惜しみ｢噛み噛み
働く｣という状況で訪問指導(成人病健診結果指導など)は住民に受け入れられない。    
３）のりかきの最盛期を過ぎると病院や医院を受診する住民が多い。    
４）家庭訪問をして気づいた地区の状況を市町の保健婦間で、また保健所の地区担当
保健婦と話し会う。   
５）保健所に保健婦が地域でとらえた問題が持ち込まれる(保健所保健婦室のちに保健
指導課)。   
６）保健婦室長(保健婦)が地区の健康問題の実態を保健所内(所長、総務課長他)に提示




もらう。    
９）のり・かき作業の労働と生活に起因する健康問題と考えられることから学問的に
系統的な対応が必要と判断し、東北大学公衆衛生学教室に相談し事業への参加、指導
を要請する。   
10）事業の起こし方を、保健所が塩釜市及び松島町に協議し、保健所では移動保健所
と特定地域保健活動として、市町では一般住民健診として実施(事業予算、人員、健診
機材、対象者への通知、広報事務、地元医師会等関係機関調整)をすることとする。   
11）保健婦が把握している地区民の生活労働の実態を基に、健康相談票として生活、
労働、健康状態に関する調査票を作り大学の助言を受ける。  
12）のり・かきそれぞれに養殖事業の実際、作業環境、作業のしかたを調査把握する    
13）各機関、メンバーを統合し健診、調査、事後指導を実施する。   
14）健診、調査の結果をまとめ、共同者（図 A,B,C,E）それぞれに協議し、結果へ
の対応を計画・展開する。   
15）保健婦は健診、調査結果を自分達の活動計画の中にとりこみ位置づける(問題あり
の個人への対応、地区組織リーダー等への働きかけなど)。  
16) 健診、調査の結果を対象者及び漁協組織に、個別的にまた集団教育として返す  
17）健診、調査、衛生教育、健康相談に従事する。   
18）事業全体の企画、連絡、分担、運営、実施の統括、調整をする。  
19）事業のまとめ、関係機関者への報告、学会等への発表をする。 
        
３．保健師活動を起動している内容と特定要素との関連 
１） 保健婦は、のりやかきを生産する地区住民の家庭訪問や健康相談で｢手のしびれ｣





働く｣という状況で訪問指導(成人病健診結果指導など)は住民に受け入れられない。    
特性要素との関連；生産活動が主体となっている生活の場に臨んで（c）、健康問題よ






























































































図４-４ 塩竃保健所移動健康診断プロセス    昭和 49 年～51 年 
等 
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 昭和 55 年から 57 年、岩沼保健所勤務時に管内 2 市 2 町(総人口 130,075 人)におい
て保健所と市町保健師(総数 27 人、保健所 6、市町 21)が臥床者の調査を行った。この
調査は｢岩沼保健所管内における臥床者の実態｣として、名取亘理地区地域医療対策委






























 調査は 1 次調査、2 次調査とした。 
 1 次調査は、管内全域の臥床者をもれなく把握することをねらいとして臥床対象の
概略を盛り込んだ調査表を作成し、地区長、民生委員等に依頼した。 













以上ではなく 15 歳以上とした。 
 
（２）調査の結果、把握した臥床者の実態 
 管内 2市 2町(人口 130,075 人)で把握した臥床者数は一次調査で 472人(男 42.8％、
女 57.2％)であった。そのうち死亡や転出を除き、二次調査で訪問調査をした者は 327
名である。 
 調査の結果から管内の臥床者数は 452 人(人口の 0.4％)おり、65 歳以上の人口比で
は 2.3％、各市町の人口構成によってもその割合は 1.3～3.2％の違いがある。 





ない 65.5％、家の中しか動けない 73.3％、食事ができない 48.7％、ぼけのためひと
りでおけないが 1.5％であった。 






 臥床の直接のきっかけは、男性は事故や泌尿器系疾患で、女性は転倒が男性の 3 























だけでその内容・実態はつかめていない。   




    委員会で調査計画を練り、管内全市町で訪問調査を行う。  
５) 臥床者調査を保健所行政と市町、地区地域医療対策委員会事業に位置づける。  
６) 調査にあたって東北大学医学部病院管理学教室のアドバイスを受ける。  
７）保健師の訪問調査は単なる調査に終わるものではなく、必要に即して訪問指導も
併せて行うものとする。   
８) 調査をしながら同時に訪問指導、ケアがなされた（ケースのケア、家族教育、医
 102 
療、福祉との連絡など）。   
9) 調査結果をまとめ、地区医療対策委員会（管内の医療機関、市町、保健所で構成）











どは散見されるが(b)、地域の実態や対応策は不明という状況になっている(b)。         





























































 昭和 60 年から平成 2 年、宮城県仙南保健所と仙南保健所白石支所に勤務した時の
実践例である。 
 人々の食生活や生活様式が変化し、昭和 30 年代後半から慢性疾患が死因の上位を





















 事業の役割分担は保健所と医師会、管内 4 町で分担し、保健所は事務局と事業の企
画と運営、登録患者カードの管理、主治医から紹介された患者の食事指導と生活相談
(月 2 回の定例）をするものであった。 






























 昭和 58 年登録数 935 人に対して登録管理下で状態把握ができている数は 300 


























 S 保健所では特定地域活動として、K 町の A 温泉地区で毎月移動健康相談を開設し



















































B 糖尿病患者訪問  







































































































 Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動 




 昭和 60 年から 3 ヵ年、宮城県仙南保健所白石支所（前白石保健所）に勤務し、管
内の蔵王町において実施した老人保健法(老健法)に基づく保健事業・機能訓練の実践
例である。  
 蔵王町は人口約 14,500 人（昭和 61 年）、世帯数 3,300 戸、果樹、酪農、蔬菜を主
とする農業の町である。65歳以上の老人人口は 13.4％、国民健康保険加入率は 52.8％、




 昭和 56 年の厚生行政基礎調査では、65 歳以上で在宅のねたきり老人は全国で 30
万 7 千人、65 歳以上の人口比では 2.8％と推計された。老人福祉法（昭和 38 年）に
より、ねたきり老人の発生予防、健康増進、生活意欲の増進をはかって、広義の機能
回復訓練が養護及び特別養護老人ホーム（昭和 41 年から）及び在宅（昭和 46 年から）
で実施されていた。 























 事業開始時、昭和 58 年度の機能訓練実施施設数は全国で 776 ケ所（指導実人員
27,178 人）60 年には 1,745 ケ所（指導実人員 54,900 人）平成 15 年現在では 9,379
ケ所で実施されている。 
（１） 蔵王町での機能訓練 





























 昭和 60 年度は 9 名（男 6 女３）年齢は 60 歳から 71 歳、61 年度は 15 名（男 3、




 ADL の状態は、他人の支えがなければほとんど歩行できない者 7 名、補助具を使用













地域リハ当日のスタッフは、町の保健師 3 人と看護師 1 人、事務職員 1 人。保健所か














 地域リハコース 2 回目位までは、受け持ち保健師は「昨日、E さんに電話をかけて
誘ったけれども大丈夫来るかなー」と会場で E さんの顔を見るまでは不安にかられて












































た。     
3）地域の実態と事業の必要性を老人保健連絡協議会に計った。  
4）地域の保健医療福祉行政の主要な役割者に事業の理解と協力を求めた。  



























































































          (昭和 60 年～63 年) 
１ 実践例の概要  
                               
１）実践の時期と場  
 昭和 60 年 4 月から仙南保健所白石支所に勤務した時の実践例である。仙南保健所が 
 2 市 7 町を管轄する保健所として（白石、角田、大河原保健所）を統合する以前は、
それぞれが 3 保健所として独立していた。（資料４，６）   














それは保健師だけの自己活動計画ではない、市町自治体の計画であり、かつ 1 市 2 町
の地域全体計画として公認されるものであるということであった。そのことを保健所
長に計った。そしてマスタープラン作成を白石・刈田地区地域医療対策委員会（以下
地対委）に計り、昭和 62 年 8 月に白石・刈田地区地域保健医療計画（以下白石・刈
田地域計画）策定の第 1 回委員会を持ち、63 年 2 月に集大成を見るという運びになっ
た。25）26）27）28） 
 昭和 62 年から 12～３年後を視野において、また各市町がこの地域の保健医療をど




療計画策定告示、市町村老人保健福祉計画の策定（平成 2 年）、福祉 8 法の改正（平
 119 
















総勢 23 人、企画会議で執筆の分担をし、印刷予算もゼロから各構成者の配慮で 31
万円を拠出した。計画書の構成は 3 部編成で、ひとつは地域の保健医療を進めるため

































































 2. 実践概要で保健師活動を起動させている内容 
１）保健師は毎年年度の保健活動計画を作成し業務を行っていた  
２）保健師の年度ごとの保健活動計画は各市町ごとに市町村保健師と保健所の地区担
当保健師により作成された   
３）各市町ごとの計画は各自治体で各自治体の保健活動計画として担当課において進
められた    
４）保健所保健師は保健所の計画（保健所自体のもの管内全体にわたるもの、また市











とした     
8)  地対委、理事会において白石刈田地区の保健医療計画を作成することの賛成を得,
作成委員会が設けられ各市町、団体からの予算措置がなされた   
９）計画書の構成を練り、委員会に計り編集の分担、執筆の依頼をした。とくに首長
への依頼は担当者等で原稿を作ることではなく、首長自身のビジョンが示されるもの





























(d)、地域保健執行組織のラインにのせ(e)、組織上の承認と協力を要請している(c)。   
６）保健師は、県において県医療計画（平成元年告示）及び県地域保健医療計画策定








































































 宮城県岩沼保健所勤務時に管内の A 町において平成 2 年から 4 年間にわたり、老人 
保健法による健康診査受診者（肝機能有所見者）と一般住民に対して肝疾患対策を
実施した例である。29）30） 










 A 町担当の保健所保健師と町の保健師で、6 年に亘る町総合健診、GOT,GPT 有所見
者の推移と、肝疾患を原因とする死亡率の推移と、その年間の肝癌死亡率の推移と昭


























の中から肝機能有所見者 61 人を対象に、保健所と町の保健師、専門病院医師が、 
現地に出向き肝炎ウイルスマーカーの検査と超音波検査、病歴と生活歴の調査をし 
た。 
 そこで HCV（C 型肝炎ウイルス）抗体陽性者がかなりの割合で有ることを把握し 
た。その結果を調査委員会に計り、平成３年度 98 人、４年度には 174 人と基本健 
康診査、ハイリスク者への働きかけが行われた。平成 4 年度の地区別基本健康診査 
及び精密検査の結果は HCV 抗体陽性者が 88 人、すでに肝癌などを発症している者 























 保健所では、この肝疾患対策事業の結果を小冊子にまとめた。2９)  
患者の受診状況調査を 349 人に実施した。その結果は、（１）医療機関継続受診者は
349 人中 243 人（69.6％）受診していない者 14.7％、状況不明 15.7％であった。（2）
医療機関への継続受診者は 69.6%と高率で、特に HCV 抗体陽性者は 83.5％、超音波
所見で慢性肝炎等のあった者の 90％が継続受診している。（３）医療機関の調査では、
継続受診 198 人中、定期的に精密検査を受けている者 127 人（64.1％）であった。（4）
127人のうち、日常の治療や検査は近医で、専門検査は専門医で受けている者が 35.9％
であった。（5）医療機関を全く受診していない者は 48 人で、その 60％が症状がない
ということで未受診。そのうち 11 人が HCV 抗体陽性者あるいは慢性肝炎と診断され
た者であった。（6）受診状況不明者は 55 人でそのうち HCV 抗体陽性者、慢性肝炎者
は 17 人であった。 
























2）地区担当保健師が A 町の肝疾患による死亡率と肝癌死亡率を 24 年に遡って調べた 





















3）地区担当保健師が A 町の総合健診の肝機能有所見者の推移（6 ヶ年）を調べた。
特性要素との関連；保健所の地区担当保健師が A 町の総合健診の肝機能有所有者につ
いて（ｂ）、6 ヶ年の推移を調べている（c）。  
4）既存資料データーをまとめ、A 地区の問題を地区担当保健師から保健所（保健指
導課、保健所）に提供した。 











7）保健師は A 町の肝疾患に関するデーターをまとめ委員会に計った。 





































１） 実践例１ 関東大震災時の活動 
 
（１） 公衆衛生看護事業の萌芽 







25 年（1892 年）があり、そのほか学校看護婦は明治 41 年（岐阜市）、恩賜財団済生
会は明治 44 年に困窮者に対する救療事業、社会主義者加藤時次郎らによる民間の実
費診療所があった。また日本赤十字社京都支部乳児健康相談大正 3 年、産育会(東京)
巡回産婆事業大正 8 年、斉藤潔(聖路加病院)大正 13 年による乳児健康相談所と巡回訪
問婦による訪問指導などがある。 
















 そして目的を達成するために出生 400を地域とする保健所に 3名の保健婦をおくな
どの内容を示している。 
 このように日本国内の国民衛生の実態から民間の救済事業、国家方針に基づく施策
が行われ、後日の公衆衛生看護事業が萌芽し始めていたこの状況の下で、大正 12 年 9
月に関東大震災が起こった。 
（２） 実践例１ 関東大震災時の活動 
 関東大震災は、大正 12 年 9 月１日 11 時 58 分東京、神奈川、静岡、千葉、埼玉の
１府 4 県にわたって大激震（マグニチュード M7.9）が襲った。 
 都市は火の海となり湘南海岸には津波が襲った。死者、行方不明者併せて 14 万 280





























集団バラックでさえ、ほとんど流行をみなかった。訪問戸数は半年間（大正 13 年 1
月～6 月）に巡回戸数 6,700 戸、延 28 万戸に及んでいる。 
 そしてこの大震災から復興したのちには、組織的な保健婦教育が本格的に開始され
ることになる。因みに保健婦規則の制定は昭和 16 年で震災から 18 年後、太平洋戦争
勃発の年となっている。 
 保健婦規則(昭和 16 年)の制定は、保健所法、母子保健法（昭和 12 年）、厚生省設置






 平成 7 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、兵庫県南部を中心に大震災（震度 7）が起こっ
た。 
 平成 18 年 1 月 17 日付けの朝日新聞は、「阪神大震災きょう 11 年」という記事で最
終的把握数を人的被害、死者 6,434 人、行方不明者 3 人、負傷者 43,792 人、住家被
害、全壊 104,906 棟、半壊 144,274 棟（消防庁まとめ）と報じている。 
 ここでは保健婦雑誌 Vol、52、（平成 8）32）と Vol、51 ,（平成 7）33）34）35）からその
災害の状況と公衆衛生従事者の対応について概要を引用する。 
 更家充（堺市金岡保健所長）の論文、保健婦雑誌 3２)で、大都市を突然襲った未明の































































































 神戸市灘保健所の記録、保健婦雑誌 35）、36）からその概要を記す。 
 灘地区において死者 857 人、倒壊家屋 42,042 軒、地域は瓦礫の山である。直後の
避難所は 94 か所、避難者数 25,788 人、鉄道網はすべて不通。交通手段は最悪の状況
であった。 










婦は救護活動に忙殺されたこと、１週間後には 要援護者安否確認調査（更家充の文、    
在宅者の悉皆調査に通ずるもの）と避難所、関係機関からの入院、入所相談に追われ
て猫の手も借りたい状況に陥ったこと。 










































 震災後 1 週間目より毎日ミーティングを持つことで、意思の統一をはかり同じ方向
性で力を合わせ効果的な活動を展開することができるようになった、と結んでいる。 
 平成 7 年 1 月 17 日、5 時 46 分、寒中の明け方に、都市を襲った大地震において、
保健、医療従事者自身も被害者であるなかで、保健所や市町村の公衆衛生従事者がど
う動いたかを文献から引用した。 









者の看護をした。    
(２)産婆・看護婦らの所属の診療所が活動拠点となった   
(３)社会事業家らが、被災者の救援・看護に携わる産婆、看護婦・篤志家の婦人等の




なった。   
(６）バラックで寝たきりで医師に診てもらったことのない人、重病者らを病院に入院
させる、また軽症者を診療所に受診させるなどをした。    
（７）トラホームや結膜炎の人たちに応急処置をして軽快させた。   



























(３）災害から第 3 週以降は避難所全数の実態調査と要支援者の把握指導と予防活動 、
関係者との連絡調整、入浴サービスなどの情報提供、健康相談と健康診査、要救護者
の支援、健康教育と保健所だより（情報提供と健康管理）の発行などをする。 
















































































































































































































   
 
 
    ４，３ 実践例、特性要素項目検証の総括 
１）実践事例の評価 
実践事例における特性要素の検証を第 4 章第 2 節で行なった。その特性要素の起動に
より実施した活動結果についてその評価を概括的に述べる。 
 






























 Ⅳ 精神保健に関する活動（昭和 29 年～34 年） 



























 Ⅵ 臥床者実態把握に関する活動（昭和 55 年～57 年） 
  介護保険制度以前、「寝たきり老人」についての共通概念がなかった時代に保健師が保
健所管内全域で臥床者の定義をし、臥床者の実態把握をして、各市町の保健師活動に反
映させた例である。地域の高齢化が予測され、管内平均老人の割合 9.0％（昭和 57 年）、 
 市町により 9.0～11.7％の違いがある。毎年作成している保健師の地区活動計画が地域
のニーズに的確なものであるか、定めている保健活動の重点は的を得たものであるか、
を確認する目的で保健所管内全域（人口 130,077 人）の実態把握を行なった。 









起を行なった。そして平成 12 年の 介護保険制度を市町自治体が開始すえる上で主要
な基礎を整えた。 
 
 Ⅶ 糖尿病に関する活動（昭和 58 年～昭和 60 年） 


















 Ⅷ 脳卒中後遺症患者に関する活動（昭和 60 年～昭和 63 年） 
  老人保健法が施行されて地域の保健医療対策が疾病予防（健康手帳、健康教育、健康
相談）健康診査（老人医療）機能訓練、訪問指導と総合的に実施できるようになった。 











 Ⅸ 地域保健医療計画策定に関する活動（昭和 60 年～昭和 63 年） 
  保健師は地区活動を行なうために保健所とその管内市町ごとに地域保健活動計画を作


















民の保健医療、安全に関わる主要な機関メンバーによる計画書が昭和 63 年 3 月に作成














よる死亡を過去 25 年にさかのぼって調査をし、A 町のデーターの異常が明らかになっ
た。 
  このことについて保健所を中心に専門病院,衛生研究所、地元医師会、A 町が肝疾患 
 予防対策事業委員会を組織し、調査（有所見者の病歴、生活歴、家族歴、地域性）健診 
 （血液検査、超音波検査、医師の診察）を当該町に出向いて実施しその実態を把握した。 
  その結果 C 型肝炎ウイルス抗体陽性者がかなりの割合であり、すでに肝癌を発症して












 Ⅺ 震災時の活動(大正 12 年、平成 7 年) 
  関東大震災(大正 12 年)の活動ではまだ保健師という職種が誕生せず医療社会事業家
らによる活動であったが,救護者が一定の地区を持って巡回する活動で、その地区では伝
染病等の発生が見られなかったという結果が残されている。 





 ① 発生直後に医療・救護活動に当たる  
 ② 平常時活動で把握している要支援者の状況確認と支援をする  
 ③ 被災者とその生活情報を発信する  
④ 被災者に必要な人的、物的資源を提供し結合させる  












地域看護の特性を形成する要素として案出した要素 9 項目を 11 の実践例で昭和 33 年




  本節では事例の各要素の表出頻度は定性的に、かなり多い（◎）、多い（◎）、あり（○）、 
なし（－）、の４段階に分ける。 
  いづれの事例でも｢問題を見つける｣要素 b と｢能動する｣要素 c が、かなり多い頻度で 






の啓発」要素 g の表出頻度が多い。 
直接の地区活動を伴わない保健計画策定Ⅸでは、自治体や委員会、団体への働きかけ
が多く｢資源の活用｣要素 d,｢機能を繋ぐ｣要素 e が表出している。 
活動結果を労働や生活改善に反映させたⅤ,とⅥ臥床者調査のテーマでは｢問題の現状
と要因を反映する｣要素 f が多く表出している。 
「隙間を埋める」要素 a は関東大震災の活動Ⅺにあり、この他いづれの活動でも必要
に応じて伴う要素となっている。また震災時の活動では、大正 12 年と平成 7 年の社会
環境や社会資源の時代変化、及び在宅と避難施設での要素表出の異なりがみられる。 









































   表４－４ 活動実践例における特性要素の表出  
                               





















































Ⅰ 眼疾患調査 ―  ◎  ◎  ◎  〇  ◎  ◎  ―  ◎ 
Ⅱ 母子事業 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  〇  ◎ 
Ⅲ 結核活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  〇  〇  〇 
Ⅳ 精神活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  ◎  ◎ 
Ⅴ 沿岸漁業活動 〇  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  ◎ 
Ⅵ 臥床者調査 〇  ◎  ◎  〇  〇  ◎   ◎  〇  ◎ 
Ⅶ 糖尿病対策 〇  ◎  ◎  〇  〇  〇  ◎  ◎  ◎ 
Ⅷ 地域リハ活動 〇  ◎  ◎  ◎  〇  〇  ◎  〇  〇 
Ⅸ 地域保健計画策 
  定 
〇  ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  〇  〇 





















②  阪神大震災の活 
  動 
   〃 （在宅）  
〇  ◎  ◎  〇  ◎  〇  ◎  ◎  〇 
③  〃 （避難所） 〇  ◎  ◎  ◎  ◎  〇  ◎  ◎  〇 
④  〃（保健師自
己評価） 





















   第 5 章 地域看護の特性要素について、 
      アンケート調査による検証 
 ５，１ 調査の意義と目的 




   なおアンケート調査について、参考資料として資料 5，１調査数表、5，2 調査票及
び要素項目解釈参考資料、5，３調査のコメント、5，4 調査依頼文を本論文に添付し
た。 
  ５，２ 調査内容 
１）調査対象、方法、時期 
（１）調査対象 
 ① 看護系大学 104 校(平成 15 年 4 月)から地域看護学担当教授及び地域看護担当教員
が明確に把握できる大学について全国的に地域看護教授あて 70 人に依頼。 
② 地域で現在業務に田津触って携わっている又はかって業務に携わった中堅の保健
師の中から東北、特に宮城県を中心に 70 人に依頼。 
     ①,②いずれも所属での協議を可とし、協議をして回答をした場合にはその代表者
に記入を依頼した。  
   （２）調査時期と方法 
調査時期 平成 16 年 8 月 1 日～9 月 10 日で調査方法は郵送法による質問紙によ 
るアンケート調査を採用した。 
２）調査内容       
 （１）調査内容と調査票 
    調査項目は、第 3 章第 1 節に基づき、地域看護の特性要素としてできる限り単純
に表現することを意識して以下の 9 項目と地域看護の特性を表わす仮説要素とした。 
    調査票は別紙資料 5，2 のように作成した。 
    要素項目はできる限り単純な言語としたために、調査票に参考として説明資料(資
料 5，2)を添付した。 




   特性要素 9 項目は第 3 章の設定によって a～i の項目とし、送付用説明書にはそれぞ
れの項目に対し説明をすると同時にアンケート協力者に理解してもらえるよう具体
例も記して説明した。（資料 5，2）設定した特性要素項目は以下の 9 項目である。 
    a,サービスの隙間を埋める b,健康を損なう問題を見つける c,健康問題に能動する 
d,資源を活用する ,必要な機能をe 繋ぐ f,問題の現状と要因を反映 g,個人の、人々
のセルフケア力を啓発する h,直接の看護ケアをする i統合化・総合化する その他
自由記入とした。     
   要素項目に付した設定の意味は以下のとおりである。 
 
  （２）特性要素の意味について 
   ① 要素 a、隙間を埋める 
    担当地区全体の健康ニーズを把握し、社会制度の未成熟やサービス内容の不足に
よって対象者に必要なケアが届いていない状態の中に保健師が持っている看護ケア
技術を充当することを意味する。 
   ②  要素 b、問題を見つける 
    担当地区全体の状況を科学的に解明し、健康の保持や正常な発育・発達を損なう
ような現象について、その要因を把握し、分類することを意味する。 
   ③ 要素 c、能動する 
    健康生活上で負の課題である、また健康を高める、健康障害を予防する必要があ
ると判断したものに保健師が介入したりまた他者が関わるように動くことを意味す
る。 
   ④ 要素 d、活用する 
    対象者個人の持っているケア力を引き出すことや他職種の機能及び諸制度を対象
者の健康課題改善のために充当するような行為を意味する。 
   ⑤ 要素 e、繋ぐ 
    対象者の課題解決に必要な他者または資源を取り入れたり他のより適切な機能を 
紹介し結びつけるように計らうことを意味する。 
   ⑥ 要素 f、反映する 
    生活習慣や生活環境、労働作業などに健康を損なう要因となる課題を、当事者以
外の地区地域に向けて提起したり、解決に必要なケア力を育成することやまた組織
化、施策化、制度化を図るような行為を意味する。 
   ⑦ 要素 g、啓発する 
    健康保持、増進、回復をはかるために当事者の知識や意識を高め当時者が主体的
に行動できるように広報教育活動などを行なうことを意味する。 
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   ⑧ 要素 h、直接の看護ケアをする 
    対象者の生活の場で健康ニーズに即した看護の技術を実施することや相談に応じ
る、また看護の方法を当事者や家族に指導をすることを意味する。 
   ⑨ 要素 i、総合化・統合化 
    個人・家族のみならず地域全体としての生活が健康的な方向に営まれているかを
把握し評価をし、さらに好ましい方向への構築を計ることを意味する。これには保
健師自身の個またはマスにおける地区活動評価も含まれる。 





























  ５，３ 調査結果 
１）回答状況 
（１）調査依頼数は 140 件、回答数は 65 件、46.4％の回答率であった。 
  全体の回答は 46％であったが大学研究者より地域看護実務者の方から多い回答 
が得られた。(図 5-１) 
  対象別には看護大学・研究者（以下大・研）70 件、回答 23 件、回答率 32.9％ 
  地域看護実務者（以下地・実）70 件、回答者 42 件で回答率 60.0％であった。 
（２）回答者の属性 
・年齢別回答状況は、全体で 50 代が 28 人 43.1％、40 代 15 人 23.1％、60 代 15
人 23.1 で 30 代 4 人 6.2％、29 歳以下 3 人 4.6％であった。 
大・研は 40 代が 9 人 39.1％ 50 代が 8 人 34.8％ 60 代が 4 人で 17.4％ 30 代が
２人 8.7％であり 20 代は 0 であった。 
地・実では、50 代が 20 人 47.6％ 60 代が 11 人 26.2％ ４０代が６人 14.3％ 
大・研は 40 代、50 代からの回答が多く、次いで 60 代、30 代、20 代はゼロであっ
た。地・実では 50 代、60 代、40 代からの回答が多く得られ、20～30 代の若い年
代からの回答も得られた。（図 5-2 ） 
・教育歴 教育背景は合計では看護専門校卒が 76.4％、看護系 4 年制大学が 20.0％ 
である。(図５-３) 
しかし大・研では看護系 4 年制大卒が 52.8％で、看護師と保健師専門校 39.1％に
看護系以外の大学卒が 47.6％であった。 




・職務歴 保健師の実務経験年数は合計では 30～39 年が 40％、20～29 年が 32.3％



























  (１) 回答全数の調査項目の妥当性支持状況は図 5-6 のとおりである。 
     妥当性あり｢そう思う｣と答えた者は、a 隙間を埋める 43 人 66.2％、b 問題を見
つける 60 人 92.8％、c 能動する 57 人 87.8％、d 活用する 58 人 89.2％、e 繋ぐ
53 人 81.5％、f 反映する 59 人 90.8％、g 啓発する 55 人 84.6％、h 直接ケア 38
人 58.5％、i 総合・統合化 55 人 84.6％であった。 
     回答全体として要素項目の a 隙間を埋めると、h 直接ケアをするの 2 項目以 
外の 7 項目は 80％以上の割合で妥当性ありの回答であった。 
（２）また回答全数の妥当性支持順位は図 5-7 のとおりである。最も支持が多い項目は
b 問題を見つける 92.8％、次は f 反映する 90.8％、d 活用する 89.2％、c 能動す
る 87.8％、g 啓発する 84.6％、i 統合・総合する 84.6％、e 繋ぐ 81.5％、a 隙間
を埋める 66.2％、h 直接ケアをする 58.5％という順位であった。  
  （３）大・研は図 5-8 で項目別支持は次のとおりである。 
    a 隙間を埋める 13 人 56.1％、b 問題を見つける 21 人 91.3％、c 能動する 19 人 
    82.6％、d 活用する 18 人 78.3％、e 繋ぐ 18 人 78.3％、f 反映する 18 人 78.3％、 
    ｇ啓発する 19 人 82.6％、h 直接ケア 12 人 52.2％、i 総合・統合化 19 人 82.6％ 
    である。また大研の項目別支持は要素 b,c,g,i,d,e,f,ah の順になり 90％以上の支持
は要素 b で、80％は c,g,i の要素であった。60% 以下は要素 a,h であった。   
  （４）地・実は図 5-9 のとおりで項目別支持は次のとおりである。 
    a 隙間を埋める 30 人 71.4％、b 問題を見つける 39 人 92.9％、c 能動する 38 人 
    90.5％、d 活用する 40 人 95.2％、e 繋ぐ 35 人 83.3％、f 反映する 41 人 97.6％、 
    g 啓発する 37 人 88.1％、h 直接ケア 26 人 61.9％、i 総合・統合化 35 人 83.3％ 
    である。また地・実の項目別支持は要素 f,d,b,c,g,e,i,a,h の順位で 90％以上の支
持は f,d,b,c, 80％以上は g,e,i,であった。外要素 a,h も 60%以上の支持であった。 
  ３）妥当性支持の順位 
（１）妥当性支持の順位性は全数で、b 問題を見つける、f 反映する、d 活用する、c
能動する、ｇ啓発する、i 総合・統合する、e 繋ぐ、a 隙間を埋める、h 直接ケ
アをするの順位になる（図 5-7）。 
  （２）大・研と地・実の妥当性支持状況をみると図 5-8、図 5-9、のようにかなり支持 
部分に違いが認められる。要素 a と h の支持は大研・地実いづれも低いが大研 
の方で要素項目全体に妥当性支持が低く、どちらとも言えない、又は否が多く、 
妥当性有無の判断があまり明らかではなかった。 
     地実では、a,h の支持が特に低いが他の項目はほぼ同じ支持傾向であり、また 
妥当性判断の不明は少なかった。 
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  （３）年齢区分（49 歳以下、50 歳以上）で大・研と地・実に支持項の違いがみられ 
る（図 5-10）。大研では 40 歳以下で要素 b,c,f の支持が低い。また a,d,e,f,g,h,i 
     の支持が多かった。地実では年齢層による差は g が 40 歳以下で支持が多く、
a,i が 50 歳以上で支持が多い。他はほぼ同じ傾向である。 
  （４）更に大研ついて、回答者の教育背景別に看護系以外の大卒及び看護専門学校卒
の妥当性支持状況をみると、図 5-11 のように h,a,i,d,e,f の順で看護系４大卒の
方に「どっちとも言えない」という回答者が多いことが目立っている。 





         表５－１  調査対象別仮説要素の支持順位  
 
順位  全  体   大・研  地・実 
 １ 要素 b-問題 要素 f-反映 要素 b-問題 要素 f-反映 
 ２  要素 c-能動 要素 g-啓発 
要素 i-統合・総合 
要素 d-活用 
 ３ 要素 d-活用  要素 b-問題 
 ４ 要素 c-能動  要素 c-能動    
 ５ 要素 g-啓発 要素 i-統合・総合 要素 d-活用 要素 e-繋ぐ 
要素 f-反映 
要素 g-啓発 
 ６   要素 e-繋ぐ 要
素 i-統合・総合 
 ７ 要素 e-繋ぐ   
 ８ 要素 a-隙間 要素 a-隙間 要素 a-隙間 
 ９ 要素 h-直接 要素 h-直接 要素 h-直接 












































































































100 %             50               0     0             50             100 % 
看護系４大卒 看護系以外４大卒・看保専門校卒 
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 ５，４ 考 察 
 １) 地域看護の特性要素項目の妥当性について 
（１）妥当性支持全体について  
アンケート調査において仮説要素(以下要素)としてあげた要素 a～i の 9 項目について
は多くの肯定を得た項目とその妥当性について疑問又は否とされる項目があった(図
5-6)。 
  回答 65 全数で 80％から 90％以上の割合で支持を得た項目は支持順位で、要素 b 問題
を見つけるもの、要素 f 反映するもの、要素 d 活用するもの、要素 c 能動するもの、要
素 g 啓発するもの、要素 i 統合・総合化、要素 e 繋ぐものについて妥当性ありの結果が
得られた。一方要素 a 隙間を埋めると要素 h 直接のケアは 50～60％代の低い支持であ
った(図 5-7)。 また支持項目の順位は図 5-7 であるがその順位性とコメントは、集団の
属性により共通的なものと異なるものがみられた。(図 5-8、図 5-9) 
  保健師の地域活動(地区担当)において、健康上の｢問題を見つける｣b、それを｢公にす
る｣f、ことは活動上極めて重要な働きである。 
  この要素 b,f は、d 活用、c 能動、g 啓発、e 繋ぐの要素と連動する。地区を担当する
ことによる情報力 b,f と自治体に所属する公共性 c が公衆衛生と看護機能に裏付けられ
た組織力 d,e と指導力 g が、とらえた問題解決への起動要素となる。 
  そして地域全体とその最小単位である個人、家族の問題を個別的にまた全体的にとら
え評価をする i となる。この評価において欠落している部分 a を把握し、その間隙を自
己の看護ケア力 h で埋める a、又は必要な施策や制度を創るという働きに及ぶ。 




















また特性要素の妥当性について a～i の要素を通してみると、図 5-12 の要素妥当性全
体の動静のように、１、a 問題、２、f 反映、3、d 活用、4、c 能動、5、g 啓発、6、i
統合・総合、７、e 繋ぐ、８、a 隙間、９、h 直接ケアという順位になる。 














 本章第 1 節で調査対象の属性として、保健師としてまた教育研究者としての教育背景
と実務年数を聞いた。大・研では図 5-3 にみるように、看+保専門学校教育に看護系以
外の大学を卒業している者が 47.6％を占め、看護系大学の卒業者は 52.3％であった。か
つ年齢構成は図 5-4 のように 30～50 代の若い層であった。 
 一方地・実では、そのほとんどが看+保専門学校卒業で、かつ看護系以外の大卒者は
19.0％であった。年齢構成は 40～60 代の層であった。よって地域看護の実務年数は大・






動、g 啓発、i 統合、d 活用、e 繋ぐ、f 反映、a 隙間、h 直接ケアとなり、地・実では、
f 反映、d 活用、b 問題、c 能動、g 啓発、e 繋ぐ、i 統合、a,隙間、h、直接ケアという順
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位性になる。 














  前述分析に加えて、年齢区分(49 歳以下と 50 歳以上)では大・研で 49 歳以下に g 啓発






















（１） 要素 b 問題を見つけるもの 
  要素 b 問題を見つけるものは調査全数 60 人 92.3％の支持であった。大・研は 21 人 















② 要素 b 問題を見つけるもののまとめ 
要素 b 問題を見つけるものにつては、看護の中での特性要素として、大･研と地･実の 


















（２）要素 f 反映するもの 
要素 f 反映するものは、調査全数では 59 人 90.8%の支持であった。これは要素 b の 
問題を見つけるものに次ぐ支持である。 













またそれを行いうる立場にもあるというもの。また、要素 f 反映するものは要素 b 







のが地･実では支持割合が 1 位であったと考えられる。 
② 要素 f 反映するもののまとめ 
要素 f 反映するものは、大･研からは集団への関わりという視点で問題発見と併せて要 
素 f 反映すという要素は他の領域にはない。この問題を個々にとどめず地域の問題とし
て対応する。地･実からはこの要素を妥当とする強い支持を得た。この要素 f は「要素











（３）要素 d 活用するもの 
要素 d 活用するものは、調査全数では 58 人 89.2%の支持である。これは妥当性順位 
 で第 3 位の支持である。大･研の支持は 18 人 78.3%で 5 位、地・実の支持は 40 人、95.2％ 















② 要素 d 活用するもののまとめ  
















（４） 要素 c 能動するもの 
   要素 c 能動するものは、調査全数では 57 人 87.8%の支持である。これは妥当性順位 
で 4 位の支持である。 














② 要素 c 能動するもののまとめ 
















（５）要素 g 啓発するもの 
要素 g 啓発するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性
順位の 5 位である。 





   地･実では、予防的視点で重要であり、問題解決に必要な作業である。個人の地域の
セルフケア力を引き出すまた高める上で自覚を促す、動機づけをする、認識させる、
ことは重要である。これらは健康教育や自主グループの育成、共同者への情報提供な
どにより行われていることがあげられた。                            









（６）要素 i 統合･総合するもの 
要素 i 統合･総合するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当 
  性順位の 5 位である。                                    
大･研支持は、19 人 82.6%で 2 位、地･実務の支持は 35 人 83.3%で 6 位であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 
   大･研では、特定の地域、生活集団全体を対象として課題を統合･総合する働きは、
他の領域ではないこと。地域という枠の中で個をとらえ、また個から地域をとらえる
ことは不可欠であること。 











② 要素 i 統合･総合するもののまとめ  


















保健指導、及び平成 12 年の介護保険で表出して来た介護までを含むものである。 
更にこれらの地域看護活動の根拠となるものについては、法と所属する機関による
裏づけがある。法的根拠では、保健師助産師看護師法（保助看法）による教育と業務
の規定(第 2 条、7 条、29 条)、地域保健法による保健師の所属配置と担当事業(法第 2
条、同施行令第 5 条)、地方自治法(第 2 条)による地方自治体の責務としての事業の規
定があり、保健師の所属と活動をすすめる根拠になっている。 






   言い換えて地域の個人･家族と地域全体の健康生活の管理（manegement）をし、調  
 整統合（cordinate）をする役割を有するものと言えよう。 
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（７）要素 e 繋ぐもの 
要素 e 繋ぐものは、調査全数では 53 人 81.5%の支持であった。これは妥当性順位
の７位である。 
   大･研の支持は、18 人 78.3%で５位、地･実務の支持は、35 人 83.3％であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 










   また、介護制度下でケアマネージャーが繋ぐ役割を行なっているが、保健師はこれ
らのスーパーバイズをすることがあるというものであった。 
② 要素 e 繋ぐもののまとめ 



















（８）要素 a 隙間をうめるもの 
要素 a 隙間をうめるものの妥当性支持は、調査全数については 43 人 66.2%で妥当
性順位は 8 位であった。 






   地･実では、対象者をよりよい状態にしておくための一つのステップとして行う。 
































（9）要素 h 直接の看護ケアをするもの 
要素 h 直接の看護ケアをするものの妥当性支持は、調査全数では 38 人 58.5%、妥
当性順位では、最も妥当性の低い９位であった。 
大･研の支持は、12 人 52.2%で 9 位、地･実の支持は、26 人 61.9%であった。 
① 大･研と地･実のコメントの特徴 

































































 （１）仮説として表出した看護における地域看護の特性要素 a～i は、看護系大学で研究、 
 教育に携わる教育研究者(大・研)と地域で実務に携わる保健師(地・実)に対するアンケー
ト調査においてその妥当性が支持された。 
  特性要素９項目のうち、b 問題をみつける、f 反映する要素は 90％以上の支持があり、
d 活用する、c 能動する、g 啓発する、c 繋ぐ、i 総合・統合化する要素は 80％以上の支
持であった。 
  要素 b,f,d,c,g,e,i は保健師活動の特性として判断され、特に b 問題をみつけるは重要な 
特性要素とされた。これは公的立場で一定の地区を担当するという活動形態が基底とな
る。 一方、a 隙間をうめる、h 直接ケアをする要素は 59～68％の支持であった。 































































第 6 章 地域看護の特定要素と地域看護の構造 
６，１ 地域看護(保健師活動)を起動させる特性要素 
１）保健師活動の特性要素表出の必要性 
  保健師活動が公的に制度化されたのは昭和 16 年の保健婦規則によるが、活動の歴史
を遡ると大正 12 年の関東大震災時の地域活動に行きつくと考える。  













 筆者は国民皆保険制度化(昭和 34～36 年)が必須になる昭和 32 年から県保健所で保健














 保健所で保健師は、同一の資格、技術を持つ 5～6 人の数の多い集団で同職種で課や
係でコアを作る、コアリーダーは保健師という勤務形態を取っていた。 
 180 












口 12,500 人～5,291 人の幅(全国平均約 9,009 人)があり、精神保健、福祉分野、児童虐
待、健康増進分野で業務が増大し、対象に対する十分な活動は困難。また地域包括支援
センターで行政保健師の役割を担うことは現状の配置では困難｣と保健師の数と業務量、






 しかしなぜ 80 余年の歴史を持ちながら時代や社会状況の中で揺らぎを持つ存在にな
るのであろうか。 





















 筆者は平成 15 年、公衆衛生情報みやぎ No317 に保健師活動体系化への一手段として、
これまでの保健師活動を振り返りその理論進展について時代区分を試みた。それは表 6















  地域看護がその本質を明らかにし得ないままに、外的要請に順応しているこれまでの 
在り方では、今後の存続発展は極めて危ぶまれるものになる。 
  
    表 ６－１ 保健師活動理論体系化の時代区分  
    年  代 時代区分  時代背景 
前 期 大正 12 年～昭和 15 年 口伝継承期 目的的実践活動 
Ⅰ 期 昭和 16 年～昭和 22 年 理論内包期 保健婦規則 
戦時体制 
Ⅱ 期 昭和 23 年～平成元年 理論萌芽期 法整備(保健・医療) 
保健婦助産婦看護婦法 













手放してはならない 10 ヶ条」を呈示した。 
 
表６―２ 保健(師)活動の独自性      平野かよ子(第 6 回日本公衆衛生看護研究会 
講演資料平成 18 年 9 月 9 日) 
 






















a,b,c,i      地区担当の視点と責任  
a,b,c,d,e,f,g,h,i すべてに通じる 
a,b,c,d,e,f,g,h,i 援助を求めている人の 
       ところに出向く 
      一般社会に教育・普及 




e,f      bottom up,top down の問題の提起 
        施策の普及と浸透 
e 
e 
a,h      公的役割 
a,b,c,h,i    健やかな生活の保持を確保 
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表６―３ 保健師が手放してはならない 10 カ条  (平野かよ子、第 6 回日本公衆衛生 
看護研究会講演資料) 






















     e,g 
 
      a,f,g,h 
 
      c,e,i 
 
      b, d,i 
 
      d,e,i 
     c,e,f,g 
 
     a,b,c,d,,e,f,g,h,i 
 
 
     b,c,d,e,f,g,i 
 
 この 10 カ条は当研究会での事例検討や日本公衆衛生学会(自由集会)などで全国の保
健師たちの実践例から分析抽出した視点であるとつけ加えられた。 
 表 6-2 及び表 6-3 には平野が提示した項目をあげ、それぞれの項目に対応して筆者が
設定した特性要素項目を対応させた。 
 




 手放してはならない 10 カ条では、e 必要な機能を繋ぐと c 健康問題に能動する b 健康
を損なう問題を見つける、続いて f 問題の現状と要因を反映する、g 個人また人々のセ
ルフケア力を啓発する、i サービスを統合・総合化する、という要素と重ねられる。 

























応して来たことについては、昭和 16 年の規則制定から保健師活動が消えることなく 67
年の歴史を持って存在して来ていることに着目したい。 

















  ② 健康問題を個人・家族を中心に、集団、地域の視点とその関連性で捉える関わり
方をする。⁵⁾ (飛田渉、健康概念形成モデル、東北大学全学教育｢体と健康｣講義
資料平成 18 年) 
  ③ 対象を年齢・疾病、事業、制度等の縦割りや横割りで区分しない視点をとる。 
  ④ 対象の生活の場で健康問題を発生（点)、継続(線)、関係性(面)でとらえて関わる。 
  ⑤ 担当地区活動において住民の健康生活課題に対するセーフティネットの役割を持
つ。 
 （２）地区活動の方法 
  ① 地域に根を張り健康問題解決資源(情報・手段)を保持し適用する。また不備なも
のは創出又は公に反映させる。 
  ② 行動は現場に臨んで問題を把握、解決をする現場主義をとる。 
  ③ 予測又は把握した健康問題については、要請の有無に関わらず家庭訪問指導や 
    出前の健康相談、健康教育、地区調査などの能動的方法により対応する。 
 （３）地区活動の判断・行為 
  ① 現場における個々の事例でマニュアルやガイドラインで対応できない部分では 
   保健師自身の裁量でベストの選択をする自己裁量権を持つ。²⁾ （中村安彦、こ
れからの保健師 2006) 
  ② 地区活動の計画・実践は前出の地区担当の視点において問題提起、計画策定、 
    実践、評価を自ら実践すると共に関係者、関係機関との協働により実施する。⁶⁾ 
   (厚労省健康局長通知、地域における保健師の保健活動について、平成 15 年 10 月) 
 （４）活動技術は看護(医療、臨床看護)、公衆衛生(疫学、行政、統計、社会学、教育学 
    他)、福祉(社会福祉)を母体にし、地域看護自体のケア方法（地域福祉は包含）を
形成し活動を実践するもの。 
 
    以上に記した保健師活動を歴史の中で形成し、それを起動させて来たものが、本
論文で表出を試みた地域看護の特性要素(a～i)であると考える。  
 
   註１) 平山朝子 昭和 12 年(保健所法)以来の公衆衛生活動発展過程で、日本の全地域が保健所網
という形で管轄が決められ、保健所の対人保健サービス活動における保健師活動の展開方式
として一般化した。このネットは全国に張られている。  
        公衆衛生看護学 日本看護協会出版会、1987 わが国の保健師活動の特徴 P31-32、
地区診断の視点 P71-76、 
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飛田 渉、東北大学全学教育「体と健康」講義資料 H18 
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 第 7 章 終 章 
   ７，１ 地域看護の在り方について 
  本研究は、保健師活動が地域看護教育と現場活動において大きな揺らぎを持ち、困惑
している環境にあることが研究の動機となった。 
  論文の構成を イ、地域看護の概念(第 2 章定義・教育・歴史・法制・活動方法・現状
の課題) ロ、地域看護の特質を形成しているものの探索(第 3 章地域看護の特性要素の
表出、第 4 章自己の地域活動実践事例における検証、第 5 章他の研究者と実務者からの





  １）最近の課題事例  
 （１）その１ 組織横断的な話し合いの場を 
南條景子、公衆衛生情報みやぎ編集委員室 No364 号
(財)宮城県公衆衛生協会 平成 19 年 
  論旨 





















 （２）その２ 高齢者福祉制度にすき間｢老老介護｣で相次ぐ共倒れ 
                   朝日新聞、平成 13 年 5 月 29 日（図 7－１） 
  要旨 
  「連携不十分」大阪府の公団住宅で平成 13 年２月に痴呆の妻(74 歳)を介護していた















































    が答弁し、新聞記事では、保健師は保健所の結核対策という専門的役割で、患者 
    の生活状態を把握する役割ではなかった、連携不十分、信号届かず、地域支え合
い連絡会の限界、として自治体が更に多元的なシステムを作ることを提案してい
る。 




     この事例を介して言えば、保健師が対象患者の家庭に訪問という形で能動し（c） 
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５，２ 調査票、看護における地域看護の特性について 平成 16 年 7 月 28 日 
５，３ 特性要素アンケート調査のコメント（妥当性支持順位）平成 16 年 7 月 
５，４ 調査依頼文 飛田 渉、市川禮子、｢看護における地域看護の特性｣に関するアン 
        ケート調査依頼について 平成 16 年 7 月 28 日 















































































資料 2，2   厚生労働省健康局長通知 平成 15 年 10 月 10 日 
 
地域における保健師活動について（抜粋） 



























































































    明らかになった健康問題について各種保健活動計画を策定し、実施体制を整える。 







①  管内の健康施策全体の連絡、調整、運営会議  
②  特定疾患・問題等に対するケアシステムの構築への活用 
③  市町村の健康増進、老人保健福祉、母子保健福祉ネットワークの構築 
④  職域保健及び学校保健等他制度との連携、調整 
（５） 研 修 
    市町村、保健、医療、福祉、介護等機関の従事者の研修企画、実施計画 
















① 住民の身近な相談者としての総合相談、地区活動  
② 健康増進、老人、介護、母子、児童虐待、精神などに対する保健サービスと受療に関す
る指導  
③ 地区住民組織、ボランティア、自助グループの育成  
④ 健康危機管理に関して保健所との連携のもとに適切な対応  
（４） 連携及び調整 保健所、当該市町村の関係者(医療、福祉、環境、教育、労働衛生)部
局と連携、総合調整を図り、効果的保健活動の展開を図る 
① 老人、母子、児童、精神の保健福祉のネットワークやケアシステムの構築  



























① 養育者の心身の健康、養育環境を把握し家族全体を視野に入れる支援  































































































































































表２ 岩沼保健所管内保健婦等設置状況  
 


























































市川禮子、公衆衛生情報みやぎ No. 345, 346  平成17年 
 











































































表４ 糖尿病患者管理体制と事業内容  
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資料４、４ 市川禮子、蔵王町でも機能訓練 



































 図１ 機能訓練参加者の変化 
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白石刈田地区地域医療対策委員会 資料４、６ 地域保健医療計画策定 
白石刈田地区地域保健医療計画  昭和63年 


















   管内地図並びに主な交通網



























































資料４、７ 肝疾患対策活動  
岩沼保健所、地域における肝疾患予防対策事業報告書 平成６年 
 






















































































































































































谷口浩子、保健師雑誌 51(9) 1995 
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  資料５、１ アンケート調査数表 
 


















































































































































  つづき 
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  資料５，３ 特性要素アンケート調査のコメント 
  アンケート調査には、回答者が要素項目の妥当性を判断した理由をコメントするよう
に依頼し、多くの記述が得られた。 
  この回答者のコメントは仮説要素の検証に重要な意味を持つもので、これをペースに 
 本文の考察を行なった。 
  このことから調査票に記述されたコメントを、地域看護の特性要素の意味内容に分け、 
  イ、基本的理論構築に繋がるもの 
  ロ、活動行為上の方法や展開に繋がるもの 
  ハ、活動の現状を記しているもの 
  ニ、その他 




























 ① 要素 b 問題を見つけるもの 
  要素 b 問題を見つけるものは調査全数 60 人 92.3％の支持であった。大・研は 21 人 












 イ 問題が明らかな現象として見える前に地域の健康課題を探る視点や実践は保健師の 
仕事の根拠になるものだ。 
 イ その地域の健康問題の把握や原因をつかみ対処することは重要だ。 
 イ 個人・地域という特性からニーズ、問題を把握する。 
 イ 疾病の起こっている問題の要因を分析する役割はある。 
 イ 健康問題の把握は最重要だ。しかし、保健師の採用が少なくなり、かつ訪問が少な 
   く、問題を早期に発見することが少なくなってきている。 
 イ 問題解決に必要な作業だ。 
 イ 事例（個・集団）に対する適切な判断力が必要 
イ 治療中断の精神障害者が受診を拒否する原因を調べた。 
 イ 介護保険下でも、単なる介護予防ではなく、高齢者が自己実現できる社会即ち、 
尊敬できる存在として共に暮らす文化や仕組みを取り戻さない限り困難だ。 
 ロ 個別的実態にしろ統計上の健康課題にしろ予防活動の重要な要素である。 
 ロ 健康問題の解決には対症療法を行いながら問題の背景に取り組んでこそ公衆衛生 
   解決である。 
ロ 公衆衛生の実践そのものだ。  
 ロ 予防活動の特長だ。 
 ハ 問題の要因を明らかにすることにより、次のステップにつながると思う。 
 ハ 健康問題を把握、分析する専門職として大きな役割だ。 
 ハ 地域の問題を施策化するには地域でしっかり課題を見極める必要がある。 
 231 
 ハ 保健事業計画を作成する際に個別の問題・課題を把握する。 
 ハ 集団化できる問題を見極めて解決に向けて対策をしている。 





 ハ 地域性により、疾患の有無があるならそれを調べ健康教育につなげ予防対策をとる 
ことは保健師の使命である。 
 二 地域に住む人々の暮らしの様子から健康になりたい、普通に生活をしたい、その 
思いを受け止めるようにしている。 




 ホ 要素 6、反映するものと重なり合う。 
 
 ② 要素 f 反映するもの 
  要素 f 反映するものは、調査全数では 59 人 90.8%の支持であった。これは要素 b の 
問題を見つけるものと同じ一位の支持である。 
但し、大･研の支持は 18 人の 78.3%、６位、地･地実務の支持は 41 人 97.6%で 1 位と
肯定に大きな違いがあった要素である。                   
（大･研) 
イ 集団の問題の発見・反映は他領域にはない。 
 ロ 行政機関に所属することの意味に戻れば当然の機能であり特質といえる。 
 ロ ｢行政｣とは何かに立ち戻る。 
 ハ 一連の活動の一部分。 
 ニ 個別の問題を個別にとどめずに地域の問題として対応する。            
(地･実務)  
 イ 地域看護にとって一番重要な分野と考える。 
イ 地域看護の基本的要素を考える。 
   要素 b 問題を見つける、要素 c 能動するの要素と繋がり地域の問題特性を把握し 
大きな枠での体制整備や連携を持つことが地域全体の健康問題解決に役立つと考 
えている。 










させるための取り組みを行うことは重要な役割。                
イ 保健婦として地域の現状を知っているからこそその視点を生かして問題を提起、対
策の提案ができそれがよりよい地域づくりに反映しているといえる。 




 ロ 問題解決に向けた事業の施策化は行政に所属する PHN の重要な役割である。 
 ロ 特に行政に働く PHN として施策化していく上で反映という要素は必要と考える。 
   健康に問題を持ちながら、在宅で埋もれている人が多い。必要なときに必要なサー 
ビス対応がまだまだ不十分である。  
   個人から集団、社会への問題を明確化した上で事業として取り組むことは大切だ。 
 ハ 健康課題を分析し、解決にむけて行動することで地域の健康レベルアップになる 
と考える。                                 
個人の能力啓発にも必要。生活と環境の両面からの具体的な行動として必要。 
 ハ 解決の必要な健康問題を事業化して取り組む意味で 
 ニ 公衆衛生的視点で点と点をつなぎ線を面として地域全体を視野に拡大していく役割 
 ニ 気づいた問題を解決に向けていくために  
 ニ 気づいた健康課題を地域全体にまた、施策に反映する。 
 ニ 地域で問題となっている内容については、保健福祉に協力をいただいている医師、 
歯科医師にも情報を提供しアドバイスを頂いている。             
 ニ 新生児訪問等は病院委託で助産婦が訪問しその報告を役場のスタッフである保健 
師・看護師･栄養士で受けとり早期の問題解決につないでいる。        
 ニ 自分の出合った事例から問題を把握して行政の課題にし行政の施策として体制を 
   つくりあげる作業をしている。 
 ニ 地域の健康課題について関係者や機関に提起し共通理解を図り、計画作りや施策 





 ニ イロの問題を地域全体の問題として明らかにし、施策に反映することは重要だ。 
 ニ 保健師のみでは解決できない問題について問題を提起し、自治体等の中で施策化 
していく役割がある。                           
看護全体に言えるもの 
 ホ 問題解決のために必要な作業と考える。                   
 ホ 阻害要因となるものの改善策を立案し施策化する必要がある。 
 ホ 要素３とのちがい(能動するもの)との違いをどう解釈するのか他要素と 
   連動して機能する。 
 ホ･健康日本 21、地域版を作成した(反映) 
 
③ 要素 d 活用するもの 
要素 d 活用するものは、調査全数では 58 人 89.2%の支持である。これは妥当性順位 
で第 3 位の支持である。大･研の支持は 18 人 78.3%で 5 位、地・実務の支持は 40 人 





  イ、地域保健活動の基本的機能と考える。 
  イ、地域看護は個のケア･創造のみならず地域の創造を目指している。地域創造のた 
めには保健師は地域の財産発掘能力は不可欠である。 
  イ、利用者自身の利用に対する意識を高めつつ活用している。 
(地･実務) 
  イ、本人の持つ力(顕在、潜在)の発見が鍵で科学的判断が求められる所であり、要素 
     8(直接の看護ケアをする)こともそのためとも言える。 
  イ、資源の開発まで含めたい。 
  イ、その人自身が資源であることを考える。生活とはその人の｢生きる力｣という 
    資源をイキイキと活動させることと思う。 
  イ、住民が持っている力を生かす。また、他の機関に働きかけ問題解決の糸口を 
    見つける。 
  イ、対象者が自分の健康問題に直面し、改善のために行動化する上で必要。 
  イ、保健師の働きかけは人と地域社会が自律的かつ、健康的な方向で解決に向かう 
ための力量を形成すること。そのためには保健師が問題を抱える個人･家族･地 
域が自らの資源に気づき高める取り組みを応援することが重要である。 




  イ、地域で働く様々な職種が増えている中で、これら専門職の人々が地域で有効に 
    機能するように支援することも地域保健を担当する保健師にとっては重要な役 
割考える。 
  イ、社会資源の活用は当然のこと。個人が持っている力を資源と考えるならセルフ 
ケアが住民により説明しやすいと思う。 
  イ、地域のコーデネーターとして一番重要な役割である。 
  イ、資源を活用することによってその対象の持っている力を引き出すことが地域に 
おける保健師活動の本質であると考える。 
  イ、個々の健康問題を解決するために個々の持っている能力を引き出しながら必要 
なサービス調整をする役割がある。 
  イ、地域全体が資源として有効な力を持っている。 
  イ、資源を活用すると共に、実態から資源となるものを生み出すことも関係職と連 
携しながら出来たらと思う。 
  ロ、問題解決には必要な作業である。 
  ロ 制度の活用、人材の活用は不可欠。 
  ロ、保健師のみの活動は効果は薄い。問題に応じて栄養士、歯科衛生士との協力 
    訪問も行う、このことにより期待する結果が得られる。 
  ロ、地域内の資源をいかに有効活用できるかが健康レベルアップにも影響する。 
  ロ、低成長時代で、これ以上保健福祉に人と税金が投入できなくなった現在、疲弊 
した家族や地域の力を「地域の資源」としてどう高めていくかが課題となって 
いる。 
  ハ、地域では、介護保険制度導入により、提供されるサービスを利用しその人なり 
    の自立した生活を地域で送れるようになった。 
  ハ、個人の能力の活用にとどまらず、資源の活用も必要。 
  ハ、本人や家族への様々な情報の提供により可能となる。 
  ハ、ケアマネージメントする際、地域リハビリテーションの活用や栄養士など必要 
と思われる関係者が話し合いをし役割を認識しながらケアを実施していく必要 
がある。 
  ハ、項目の具体例、尿糖陽性者への支援は栄養士も含め検討し、栄養士による食事 
指導が多く行われている。                        
ハ、1970 年代より福祉の無料化や保健福祉の推進が急速に進み、その中で個人や 
    家族･地域の力量を当てにしない風潮も広がっている。 
  ハ、行政が情報を把握しやすい立場にあると思うが、関係機関や各職種間の連携が 
    不十分のため有効に生かされていない。 
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  ハ、本人の気づかない潜在的能力を引き出していけるように関わって行くことは 
大切だ。 
  ハ、障害を理解し、それにみあったサービスを活用することで ADL を広げられる。 
 
④  要素 c 能動するもの 
 要素 c 能動するものは、調査全数では 57 人 87.8%の支持である。これは妥当性順位で 
4 位の支持である。 


















  番に来るものと思う。 
イ、20－30 年前とくらべ現在は家庭訪問が少なくなったと感じる。しかし、対象者の 
  生活を見、生活背景を把握しないと指導内容が保健師の自己満足となることがある。 
ロ、個に働きかけることは重要だが、全体を問題解決に向けて、実践力を高める場を 










  機関との連携で解決への方向が出てくる。 
 
⑤ 要素 g 啓発するもの 
要素 g 啓発するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性順位の
5 位である。 































  情報を提供しアドバイスを受けている、また新生児訪問等は病院委託で助産婦が 






⑥ 要素 i 統合･総合するもの 
要素 g 統合･総合するものは、調査全数では 55 人 84.6%の支持であった。これは妥当性 
順位の 5 位である。                                    




















  介護の分野では比較的元気な入所者は日中地域に借りた家で過ごし、夜は施設に帰る 
  取り組みがはじまっている。 
イ、統合化･総合化のこの基本的な要素が弱くなっている傾向がある。生活とはこの要素が 























  このことにより、相手をよく知り、それが問題解決にもつながっている。 
ハ、住民の暮らしに役立つ行政のあり方をいつも頭において仕事をしている。 
ハ、対象者のより身近な場にいることから、いつも気軽に対象者から支援を求めれれ易く 




⑦ 要素 e 繋ぐもの 
 要素 e 繋ぐものは、調査全数では 53 人 81.5%の支持であった。これは妥当性順位の７位 
である。  






















  繋ぐ役割は重要である。 
イ、対象者が安心して生活できるように関係者をつなげていくことの統合性、総合性は 




























⑧ 要素 a 隙間をうめるもの 
要素 a 隙間をうめるものの妥当性支持は、調査全数については 43 人 66.2%で妥当性順位
は 8 位であった。 


























































⑨ 要素 h 直接の看護ケアをするもの 
要素 h 直接の看護ケアをするものの妥当性支持は、調査全数では 38 人 58.5%、妥当性順
位では、最も妥当性の低い９位であった。 





イ、在宅看護を含めて地域看護として判断して必ず行うものではないが基本要素の 1 つと 








  限界がある。地域看護で担う要素と思うが行政が提供する分野は狭くなり、民間や 




  をすることがある。 
イ、保健師は直接ケアを通して問題を発見したり隙間を埋めたり、問題の背景にあるもの
を見たりする特性がある。（その地域の看護資源がどれだけ充足しているかで） 
  直接ケアが問題の把握に繋がり地域にどれだけの社会資源が必要かを判断し、更に 
  充実させる仕組みをつくらなければ単なる個別提供になってしまい保健師の特性要素 












  システムの活用をコーデネイトして支援することが多い。 
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鏡森定信：世界の公衆衛生、英国（その２）公衆衛生情報 5, 30, 1980
図２ 韓国における看護師教育制度
高井純子他：石川看護学雑誌 3, 28, 2005 
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